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第１章 茨木市環境基本計画について 

1.1 計画策定・改定の趣旨 

本市では、平成15（2003）年３月に環境の保全及び創造についての基本理念と環境施策の基

本的な事項を定めた「環境基本条例」を制定し、この条例に基づき平成16（2004）年３月に

「環境基本計画」（第１次）を、平成27（2015）年３月に「環境基本計画」（第２次）を策定

しました。 

近年、地球温暖化が進行し、地球環境にも多大な影響を及ぼしており、国際社会において大

きな問題となっています。令和６（2024）年５月に閣議決定された国の「第６次環境基本計

画」においては、気候変動、生物多様性の損失及び汚染という３つの危機に対し、環境基本法

第1条の趣旨を踏まえ、「現在及び将来の国民一人一人の生活の質、幸福度、ウェルビーイン

グ、経済厚生の向上」を最上位の目的とし、環境を基盤とし、環境を軸とした環境・経済・社

会の統合的向上への高度化を図り、環境収容力を守り環境の質を上げることによって経済社会

が成長・発展できる、持続可能な社会としての「循環共生型社会」の実現をめざすとしていま

す。 

また、令和５年３月には、「生物多様性国家戦略2023－2030～ネイチャーポジティブ実現に

向けたロードマップ」が閣議決定され、生物多様性の損失と気候危機の二つの世界的な課題

は、現象の観点でもそれらへの対応策の観点でも正負の両面から相互に影響しあう関係にあ

り、一体的に取り組む必要があるとされていることから、生物多様性に関する課題への対応が

重要性を増していると考えられます。 

さらに本市におきましては、都市計画マスタープランの中で、都市づくり戦略の一つに、

「やま」と「まち」の暮らしのイメージを設定し、それぞれの魅力や強みを生かした都市づく

りを進め、さらに「つなぐ」ことで都市全体への波及効果・相乗効果を生み出し、水とみどり

の活用、ネットワークを図るとしています。 

これからの本市の環境を考えるにあたり、社会情勢の変化と国の方向性とともに、本市の都

市づくり戦略を念頭に置きつつ、「市民が考えるまちの姿」を市民と共に創る「共創の都市づ

くり」により、本市環境基本条例に謳う「人と自然が共生する、環境への負荷の少ない持続的

発展が可能な社会」を創造し持続させることで、ウェルビーイングを実現することをめざし

て、第３次環境基本計画を策定しました。 

 

 

＜茨木市環境基本条例 第８条 環境基本計画＞ 

第８条 市長は、環境の保全及び創造に関する施策を総合的かつ計画的に推進するため、

環境の保全及び創造に関する基本的な計画（以下「環境基本計画」という。）を策定し

なければならない。 
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1.2 計画の位置づけ 

本計画は、環境基本条例の基本理念のもと、環境の保全及び創造に関する施策を、総合的かつ

計画的に推進するため策定します。本市の上位計画である第６次茨木市総合計画において掲げら

れた将来像６「環境」と整合を図りつつ、環境に関する将来像と施策を示します。また、関連計

画である市の一般廃棄物処理基本計画、地球温暖化対策実行計画や、国の環境基本計画等との整

合も図ります。 

 

 

本計画の位置づけ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜茨木市環境基本条例 第３条 基本理念＞ 

第３条 環境の保全及び創造は、市民が安全かつ健康で文化的な生活を営むことのできる良好な環境

を確保するとともに、これを将来の世代へ継承していくことを目的として行われなければならな

い。 

２ 環境の保全及び創造は、微妙な均衡を保つことにより成り立つ自然の生態系に配慮するととも

に、自然環境を適正に維持し、向上させることによって、人と自然が共生する都市を実現すること

を目的として行われなければならない。 

３ 環境の保全及び創造は、環境資源の適正な管理及び循環的な利用を図ることによって、持続的発

展が可能な循環型社会を構築することを目的として行われなければならない。 

４ 環境の保全及び創造は、社会経済活動における環境への配慮その他の環境の保全等に関する行動

が、市、事業者及び市民の公平な役割分担の下に協働して行われることによって、環境への負荷の

少ない都市を構築することを目的として行われなければならない。 

５ 地球環境の保全は、市、事業者及び市民のすべての活動において、自らの課題として、積極的に

推進されなければならない。 
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1.3 対象範囲 

本計画の対象範囲、施策の基本方針として茨木市環境基本条例に定められた事項です。これ

らを本市の上位計画である第６次茨木市総合計画において掲げられた将来像６「環境」の施策

6-1「脱炭素」、施策 6-2「自然環境」、施策 6-3「資源循環」、施策 6-4「生活環境」に分類

し、目標や施策を設定しました。 

 

～茨木市環境基本条例 第７条では～ 

 

 

施策分類ごとの対象範囲 

施策分類 構成要素 

脱炭素 エネルギーの効率的利用、省資源、省エネルギー、天然資源の

消費抑制、地球温暖化の防止、オゾン層の保護、地球環境など 

自然環境 良好な都市景観、野生生物の生息、生息環境への配慮等、豊か

な生態系、河川・森林等の自然環境、人と自然との豊かな触れ

合いなど 

資源循環 廃棄物の減量、資源の循環、省資源など 

生活環境 大気、水、土壌等、人の健康、生活環境の保全、良好な都市景

観など 

 

 

 

(1)大気、水、土壌等を良好な状態に保持することにより人の健康を保護し、

及び生活環境を保全すること並びに地域の特性を活かした良好な都市景

観の形成等により快適な都市環境を創造すること。

(2)野生生物の生息及び生息環境への配慮等により豊かな生態系を保持する

こと、河川、森林等の自然環境を適正に保全すること及び人と自然との

豊かな触れ合いを保つこと。

(3)廃棄物の減量、資源の循環的な利用、エネルギーの効率的利用その他の

省資源及び省エネルギーを徹底することにより、天然資源の消費を抑制

すること。

(4)市、事業者及び市民すべてが、事業活動及び日常生活において環境に十

分に配慮するなど自主的かつ積極的に行動することにより、環境への負

荷を低減すること。

(5)地球温暖化の防止、オゾン層の保護等に積極的に取り組むことにより、

地球環境を良好な状態に保持すること。
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1.4 対象地域 

本計画の対象地域は、茨木市全域とします。ただし、市単独では解決が容易でない問題（例

えば地球環境問題、公害、自然環境の獣害等）については、周辺自治体や国、府との連携を図

ります。 

1.5 計画期間 

目標年次は令和16(2034)年度とし、令和7(2025)年度からの10年間を計画期間とします。 

ただし、社会情勢の変化や科学技術の進展に伴う環境の変化が生じた場合、必要に応じて見

直しを行います。 

1.6 各主体の役割 

近年、環境問題は多様化・複雑化し、その多くは社会経済活動や生活様式に起因しており、市

だけでの問題解決は益々困難になってきています。茨木市に関わるみんなが協力して環境を守り

創る「共創」の考え方のもと、市、市民、事業者、ＮＰＯなど多様な主体が協働して問題解決に

あたる必要があります。 

（１）市民の責任と役割 

環境意識を高め、学び教え合い、個々の問題に参加・協力します。 

 

（２）事業者の責任と役割 

環境に配慮した持続可能な経営に転換し、地域に貢献する活動が必要とされます。 

 

（３）市の責任と役割 

率先して環境問題に取り組むほか、環境問題に取り組む市民や事業者への支援、インフラ

の整備、啓発活動と支援を行います。 
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第２章 環境に関連する動向 

2.1 環境に関連する社会情勢 

第３次茨木市環境基本計画の背景となる環境に関する社会情勢には主に以下があげられます。 

 

（１）人口減少・少子高齢社会の到来  

日本の人口は、平成 20 年（2008 年）の約 1億 2740 万人がピークで、その後減少基調

に転じました。日本の将来推計人口（令和 5年（2023 年）の出生中位・死亡中位は、2045

年の 1億 880 万人を経て、

2056 年には 9,965 万人とな

り、2070 年には 8,700 万人

になるものと推計されます

（国立社会保障・人口問題

研究所）。 

人口減少により、人の行

為により保たれていた環境

の変化や、環境保全の担い

手不足が予想されます。 

（２）気候変動の深刻化  

2023 年の世界の年平均気

温は観測史上最も高く、産

業革命以前の平均と比較し

て 1.45℃高くなり、世界で異常高温、気象災害が多発しました。また、2020 年の新型コ

ロナウィルス感染症のパンデミックは、人間が生態系の一部であり、環境、生態系のバラ

ンスの乱れが巨大なリスクを伴うことが明らかになったとされています。（第６次環境基

本計画から） 

気候変動に関する政府間パネル（IPCC）の第 6次評価報告書では、「今後数十年の間に

二酸化炭素及びその他の温室効果ガスの排出が大幅に減少しない限り、21 世紀中に地球

温暖化が進み、産業革命以前に比べて気温上昇が 1.5℃及び 2℃を超える。」とされまし

た。 

日本では、地球温暖化対策の国際的枠組みである「パリ協定」の目標を踏まえ、令和 3

年（2021 年）に地球温暖化対策推進法が改正され、｢令和 32 年（2050 年）カーボンニュ

ートラル｣の実現が法で定められ、国として脱炭素社会に向かうことが示されました。 

（３）東日本大震災を踏まえた環境政策の見直し  

日本では東日本大震災以降、エネルギー供給は安全性を大前提として取り組まれていま

す。第 6次エネルギー基本計画（令和 3年（2021 年））では、令和 12年度（2030 年度）

図 総人口の推移-出生中位・高位・低位（死亡中位）推計- 

図の出典確認中 
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の電源構成（エネルギーミックス）比率で再生可能エネルギーが 36%～38%に大きく引き上

げられました。 

（４）2030 年にむけた目標：ネイチャーポジティブ（自然再興）の実

現  

国連生物多様性サミットの枠組みを受け、日本では令和 5年（2023 年）に「生物多様性

国家戦略 2023-2030」が閣議決定されました。この中には、2020 年を基準として 2030 年

までに生物多様性の損失を停止させ回復軌道に乗せ、2050 年までに自然共生社会を実現す

ることをめざす「ネイチャーポジティブ」という概念が登場しました。 

「ネイチャーポジティブ」の実現に向けて、5つの基本戦略（1 生態系の健全性の回

復、2 自然を活用した社会課題の解決、3 ネイチャーポジティブ経済の実現、4 生活・消

費活動における生物多様性の価値の認識と行動、5 生物多様性に係る取組を支える基盤整

備と国際連携の推進）が策定されました。 

（５）循環型社会の構築  

日本では、平成 19 年（2001 年）に制定された法律「循環型社会形成推進基本法」に基

づき、３Ｒ※１により廃棄物の発生を抑制し、資源を循環させることで、環境への負荷を最

小限に抑えた社会をめざしてきました。 

※1 ３Ｒ：リデュース（Reduce・発生抑制）、リユース（Reuse・再使

用）、リサイクル（Recycle・再生利用） 

今後は、1 資源の有限性・社会の持続可能性、2 環境保護といった観点に加え、3 経

済的利点（コスト縮減、食品ロス低減、リサイクルやリユースを基盤とした新しいビジ

ネスチャンス）、4 グローバルな課題（気候変動対策、海洋プラスチックごみ問題）の

観点からも、一層の資源循環が必要とされます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜コラム① 循環経済（サーキュラーエコノミー）って？＞ 

 大量生産・大量消費型の経済社会活動は、大量廃棄型の社会を形成し、健全な物質循環を阻害

するほか、気候変動問題、天然資源の枯渇、大規模な資源採取による生物多様性の破壊など様々

な環境問題にも密接に関係しています。資源・エネルギーや食料需要の増大や廃棄物発生量の増

加が世界全体で深刻化しており、一方通行型の経済社会活動から持続可能な形で資源を利用する

「循環経済」への移行をめざすことが世界の潮流となっています。 

 循環経済（サーキュラーエコノミー）とは、従来の３R の取組に加え、資源投入量・消費量を

抑えつつ、ストックを有効活用しながら、サービス化等を通じて付加価値を生み出す経済活動で

あり、資源・製品の価値の最大化、資源消費の最小化、廃棄物の発生抑止等をめざすものです。 

（出典：令和３年版 環境白書・循環型社会白書・生物多様性白書） 
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（６）  生物多様性の危機と都市における「水と緑」の役割の多様化  

生物多様性（遺伝子、種、生態系）の危機が続いており、健全な生態系を確保し、自然

の恵みを維持回復する必要があります。 

 健全な生態系の確保には、「水と緑」の役割が重要であり、都市部においてはこれまで

のレクリエーションと健康、社会的文化的価値に加え、生物多様性の保護や、ヒートアイ

ランドの緩和も求められます。 

 水と緑を保全することで、生物の回廊ができ、生物多様性が一層回復することが見込め

るほか、ヒートアイランド現象の緩和や大気や水質の改善など環境の改善も期待できま

す。 

（７）環境問題解決に向けた市民や事業者の役割の変化  

環境問題が多様化・複雑化する中、市だけでの問題解決は益々困難になってきています。

市、市民、事業者が協力して環境を守り創る「共創」の考え方のもと、市、市民、事業者、Ｎ

ＰＯなど多様な主体が協働して問題解決にあたる必要があります。 

市は、率先して環境問題に取り組むほか、環境問題に取り組む市民や事業者への支援、

にインフラの整備、啓発活動を行います。市民は、環境意識を高め、学び教え合い、個々

の問題に参加・協力することが必要とされます。事業者や団体は、環境に配慮した持続可

能な経営に転換し、地域に貢献する活動が必要とされます。 

（８）地域資源を活用した自立・分散型社会の実現  

    国の第 5次環境基本計画において、「地域循環共生圏」の考え方が提唱されました。第

6次環境基本計画においても、地域資源を活用した自立・分散型の社会の実現の鍵として、

「地域循環共生圏」の創造をめざしています。地域循環共生圏は、地域の主体性を基本に

地域資源を持続的に活用して環境・経済・社会を統合的に向上していく事業を生み出し続

けることで、地域課題を解決し続ける「自立した地域」をつくるとともに、それぞれの地

域の個性を生かして地域同士が支えあうネットワークを形成する「自立・分散型社会」の

実現を目指すものであり、各地域において地域住民の「ウェルビーイング／高い生活の

質」に向けて実装を進めることとしています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜コラム② 生物多様性って？＞ 

生物多様性とは、生きものたちの豊かな個性とつながりのこと。地球上の生きものは40億年と

いう長い歴史の中で、さまざまな環境に適応して進化し、3,000万種ともいわれる多様な生きもの

が生まれました。これらの生命は一つひとつに個性があり、全て直接に、間接的に支えあって生

きています。生物多様性条約では、生態系の多様性・種の多様性・遺伝子の多様性という3つのレ

ベルで多様性があるとしています。 

（環境省ＨＰ：みんなで学ぶ、みんなで守る生物多様性） 
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（９）SDGS の概念  

SDGs（Sustainable Development Goals）は、2015 年の国連サミットで採択された「持

続可能な開発目標」です。2030 年を期限とする世界共通の 17 の目標を設定して、地球環

境を壊さずに経済を持続可能な形で発展させ、人権が守られている世界を実現することを

めざしています。 

本書では 17 の国際目標のうち計画の項目と関連が強いものに表示しました。 
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（10）世界、国、大阪府、茨木市の環境に関する動向  

第 2次環境基本計画が策定された平成 27(2015)年 3 月以降を中心に、変化があった国内

外の条約、法、条例など最新動向は以下のとおりです。 

年月 名称 発行元 備考、トピック、キーワード 

2024.6 第６次環境基本計画 国  

2024.3 茨木市再生可能エネルギー導入戦略 茨木市  

2023.5 気候変動適応計画 改正 国 熱中症対策の追加 

2023.3 生物多様性国家戦略 国 30by30、OECM、2030 年ネイチャーポジ

ティブ 

2022.4 茨木市森林整備計画 茨木市  

2022.3 大阪府生物多様性地域戦略 大阪府  

2022.3 茨木市緑の基本計画（中間見直し） 茨木市  

2022.3 一般廃棄物処理基本計画 茨木市  

2022.3 ゼロカーボンシティ表明 茨木市  

2021.10 地球温暖化対策計画（区域施策編）

改定 

国 2050 年までにカーボンニュートラル、

令和 12 年度（2030 年度）までに平成 25

年度（2013 年度）と比較して温室効果

ガスの 46％の削減、更に 50％の高みを

めざして挑戦し続ける、という目標 

2021.10 COP26 国連 温室効果ガス排出量実質ゼロ目標 

2021.10 第 6 次エネルギー基本計画 国 発電に利用するエネルギー（LNG、石

油、各種再生可能エネルギー等）の構成

比についての 2030 年に再生可能エネル

ギー（太陽光、風力、バイオマス等）は

約 36～38％程度をめざす。（2019 年度の

構成比は 18％程度） 

2021.6 プラスチックに係る資源循環の促進

等に関する法律 

国  

2021.6 水循環基本法（一部改正 地下水の

適正な保全・利用） 

国  

2021.3 2030 大阪府環境総合計画 大阪府  

2021.3 大阪府地球温暖化対策実行計画  大阪府  

2021.3 大阪ブルー・オーシャン・ビジョン

実行計画 

大阪府  

2021.3 茨木市地球温暖化対策実行計画（区

域施策編） 

茨木市  

2020.10 2050 年カーボンニュートラル宣言  国  

2020.3 茨木市都市計画マスタープラン（中

間見直し） 

茨木市  

2019.6  大阪ブルー・オーシャン・ビジョン G20 大阪サミット。海洋プラスチックごみに

よる新たな汚染を 2050 年までにゼロに

することをめざす。 
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2019.5 プラスチック資源循環戦略 国  

2018.6 第四次循環型社会形成推進基本計画 国  

2018.6 海岸漂着物処理推進法 国  

2018.4 第 5 次環境基本計画 国 ①地域循環共生圏の創造、②世界の範と

なる日本の確立、③①②を通じた持続可

能な循環共生型の社会（環境・生命文明

社会）の実現 がめざすべき社会の姿 

2018.10 IPCC1.5℃特別報告書 国連 

ほか 

地球温暖化を 1.5℃で止めるには、2030

（R12）年までに世界全体の二酸化炭素

排出量を 2010（H22）年度比で約 45％削

減し、2050（R32）年前後には正味でゼ

ロにする必要がある。 

2018.2 気候変動適応法 国  

2017.3 茨木市雨水基本構想 茨木市  

2016.3 茨木市緑の基本計画 茨木市  

2015.9 SDGs 国連 国連サミット 

2015.12 パリ協定 COP21  世界的な平均気温上昇を産業革命以前に

比べて２℃より十分下方に保つととも

に、1.5℃に抑える努力を追求するこ

と」を世界共通の長期目標とする 

2015.3 茨木市都市計画マスタープラン 茨木市  

2015.3 茨木市環境基本計画 第 2次 茨木市  

2012 都市の低炭素化の促進に関する法律

（エコまち法） 

国  

2012 生物多様性国家戦略 2012-2020   

2011.3 東日本大震災 －  

2010.10 愛知目標 名古屋議定書 COP10 国連  

2008 地球温暖化対策の推進に関する法律 国  

2004 茨木市環境基本計画 第 1次 茨木市  

2003 茨木市環境基本条例 茨木市  

2000 循環型社会形成推進基本法 国 これ以降、建築資材、自動車、家電、小

型家電、容器包装プラスチックなど、

様々な品目の特性に応じたリサイクル法

が制定された。 

 

 

  

https://www.env.go.jp/content/900532570.pdf
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2.2 茨木市の概要 

（１）地勢  

茨木市は、淀川の北、大阪府北部に位置し、

丹波高原の一部をなす老の坂山地の麓にありま

す。東西に短く南北に長い地形をしており、北半

分は老の坂山地、南半分は大阪平野の一部をなす

三島平野にあります。 

北は京都府亀岡市に、東は高槻市、南は摂津

市、西は吹田市・箕面市・豊能町に接していま

す。 

 

（２）  茨木市の魅力  

本市は主に市域の北半分が山間部・丘陵地であ

り、市街地 からも近く、山麓部の農地や里山など

豊かな自然を有しています。美しい里山の景観、

新鮮な農産物といった自然資源のほか、見山の

郷、野外活動センター、里山センター、竜王山荘、キリシタン遺物史料館といった特色

ある地域資源を多数有しています。  

また、市域の南半分は平野が広がり、交通利便性が高く、 南北に通る元茨木川緑地や

安威川などの自然環境も有しており、暮らしやすい市街地を形成しています。 

令和６（2024）年には、安威川ダム周辺に日本一の歩行者専用つり橋や多くの方々が憩

い、楽しむことができる広場などを有する「ダムパークいばきた」が整備され、中心部で

は、市民と共にプロセスを大切にして創り上げてきた、文化・子育て複合施設「おにク

ル」が、令和５（2023） 年に整備されるなど、「山」と「まち」が近いという特性を活

かして、両方の居住者や観光目的で訪れる来訪者が、様々な活動を通じて交流できる拠

点・空間づくりにより 新たな魅力の創出を進めており、今後さらなる相乗効果が期待さ

れます。  

茨木市の位置 

市内地図を挿入予定 
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（３）将来人口  

推計による茨木市の人口のピークは、令和7(2025)年で約289,000人です。その後、

少子化等の影響により人口は減少し続け、令和22(2040年）には278,000人、令和

32(2050)年には266,000人まで減少する見込みです。また、令和2(2020)年から令和

32(2050)年の間に、老年（65歳以上）人口割合は24.8％から33.9％に上昇し、生産年

齢（15～61歳）人口割合は61.6%から54.5％に、年少（15歳未満）人口割合は13.6%か

ら11.6％に低下する見込みです。年齢3区分別人口では、茨木市は15歳未満の割合が国

や大阪府と比べて高く、65歳以上の割合が低く推移していますが、令和27(2045)年に

は概ね3人に1人が高齢者になることが見込まれ、人口構造の変化を注視する必要があ

ります。 

 
出典：国勢調査（2020 年まで） 
   国立社会保障・人口問題研究所による推計（2025 年以降） 
 

（４）気象  

茨木市の気候は穏やかな瀬戸

内気候区に属し、日照が多く比

較的温暖です。令和5（2023）年

の平均気温は18.1℃であり、月

別では1月の平均気温が最も低

く、8月が最も高くなっていま

す。気温は日平均、最高、最低

とも近年上昇傾向にあります。

降水量は、平年値に大きな増減

傾向はないものの、年合計や日

最大の年ごとの差が大きくなって

おり不安定な様相を呈していま

す。（大阪管区気象台,気象庁ホ

ームページ） 
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茨木市の将来人口推計 

大阪の気温 

大阪の降水量 

出典：大阪管区気象台,気象庁ホームページ 
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平均気温は昭和48(1973)年から令和5(2023)年の約50年間で、約2℃上がっています。

（大阪管区気象台） 

 

（５）産業構造  

市内の製造業事業所＊数は平成8(1996)年をピーク（約450事業所）として減少を続

け、令和3(2021)年には半数以下（約192事業所）となっています。  ＊ 従業者数4人

以上の事業所 

農業については、この50年間で経営耕地面積及び農家数は減り続けています。 

 

 

  

経営耕地面積及び農家数 

出典：大阪管区気象台,気象庁ホームページ 

出典：茨木市統計書令和 5年版（2023 年版） 
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（６）土地利用  

茨木市の土地利用状況は、森林と宅地の比率が高くなっています。地目別課税面積で過

去10年の変化をみると、宅地が増加傾向にあり、田、畑、山林は減少傾向にあります。 

茨木市では、市街化調整区域の面積が55.6％、市街化区域の面積が44.4％となってお

り、市街化調整区域の占める割合が多い状況です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

  

 

 

茨木市の都市計画マスタープランでは、無秩序な市街地の拡大を抑制するとともに、用

途地域などの土地利用ゾーニングに応じた適正な土地利用を誘導する方針を掲げていま

す。  

都市計画区域・用途地域の割合 
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出典：茨木市統計書 令和 5年版（2023 年版） 

地目別課税面積割合 
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出典：茨木市統計書 令和 5 年版（2023 年版） 
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ここ10年の都市づくり・大きい土地利用の変化を伴うトピックは下表のとおりです。 

 

年号 内容 

平成 27(2015)年 ・サッポロビール工場跡地に立命館大学いばらきキャンパス開学 

・岩倉公園が供用開始 

・JR茨木駅東口スカイパレットが完成 

・市民会館が閉館 

平成 28(2016)年 ・新堂二丁目地区の市街化区域編入 

・彩都中部地区（彩都あかね）の事業完了 

平成 29(2017)年 ・新名神高速道路（茨木千提寺インターチェンジ）が開通 

・東芝工場跡地（太田東芝町・城の前町）における「スマートコミュニテ

ィ構想」に向けた都市計画の変更（用途地域・地区計画） 

平成 30(2018)年 ・大阪北部地震が発生（本庁の防災体制強化の契機となる） 

・フジテック工場跡地（庄一丁目）に JR 総持寺駅が完成 

・パナソニック茨木工場跡地（松下町）に大規模物流施設が完成 

平成 31(2019)年 

令和元(2019)年 

・茨木市立地適正化計画の策定 

・南目垣・東野々宮地区のまちづくりに向けた、都市計画の変更（市街化

調整区域編入・用途地域・地区計画等） 

・東芝工場跡地（太田東芝町）に追手門学院大学総持寺キャンパスが開学 

・中心市街地活性化基本計画を策定し、中心市街地の活性化に向けた取組

を推進 

令和 2(2020)年 ・IBALAB@広場の暫定供用開始 

・彩都東部先行地区（彩都はなだ・もえぎ）の事業完了 

・山手台地区（高齢化が進行する郊外部の一団の住宅地）における、産学

民連携による地域課題の解決に向けたプロジェクトが開始 

令和 3(2021)年 ・東芝工場跡地（城の前町）にイオンタウン茨木太田が完成 

・JR茨木駅西口駅前周辺まちづくりビジョン・阪急茨木市駅西口駅前周辺

整備基本計画（案）を策定し、再整備の検討を進める 

令和 4(2022)年 ・メインストリート（中央通り・東西通り）における公共空間活用の社会

実験「みちクル」を実施 

・病院誘致に係る基本整備構想を策定し、病院誘致の検討を進める 

・新名神高速道路「茨木千提寺 IC」のアクセス道路となる（都）大岩線が

供用開始 

令和 5(2023)年 ・安威川ダムの供用開始 

・元茨木川緑地リ・デザインのモデル地区のリニューアル 

・市民会館跡地エリアに茨木市文化・子育て複合施設「おにクル」がオー

プン 

令和 6(2024)年 ・茨木共創会議の開催 

・イコクルいばらき（東目垣・東野々宮地区）の土地区画整理事業が完了 

・中央通り・東西通りのストリートデザインガイドラインを策定 

・茨木市屋外広告物条例の制定 

・ダムパークいばきたのオープン 
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2.3 市民意識 

（１）環境に関する満足度  

令和 5(2023)年度に実施した「茨木市のまちづくりに関するアンケート」の結果による

と、住まいの周辺の環境に関する満足度では、９項目とも平均値が 0を上回っており、満

足度は良い～普通であることが示された。比較的満足度が高かった項目は、“空気のきれ

いさ”、“まちの静かさ”、“まちの清潔さ、きれいさ”、“緑の豊かさ”でした（水色

下線）。一方で、比較的満足度が低かったのは、“河川や水路などの水のきれいさ”、

“水や水辺との親しみやすさ”、“農地や土との親しみやすさ”、“野鳥、昆虫などの生

きものとの親しみやすさ”でした（黃色下線）。比較的満足度が高かった 4項目は生活環

境項目が多く、比較的満足度が低かったのは自然環境項目となっており、自然環境項目が

茨木市の課題と考えられます。 

 

住まいの周辺環境に関する満足度スコア（年齢別） 
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16～17才 18～19才 20～29才 30～39才 40～49才

50～59才 60～69才 70才～ 未回答 全体

出典：茨木市のまちづくりに関するアンケートの集計・分析結果 

アンケートの集計・分析結果（資料●●） 

高
い 

← 

満
足
度 

→ 

低
い 



17 

 

出典：茨木市のまちづくりに関するアンケートの集計・分析結果 

 

（２）体験学習の効果  

体験学習の参加経験と気候変動や資源循環に関する環境配慮行動の関連をみた結果、体

験学習参加者は環境配慮に取り組む割合が高く、学習効果が見られました。 

一方で、体験学習への参加割合が低いことや、高齢者の参加割合が低いことは課題と考

えられます。 

 

環境配慮行動への取組状況と体験学習（気候変動）の関係 

 

 

環境配慮行動への取組状況と体験学習（資源循環 ）の関係 

 

 

（３）その他の課題  

生物多様性について、「森林やサンゴ礁の減少」など地球規模や広域での問題に対する

認知度は高かった反面、「レッドリスト」、「里地里山の重要性」、「生態系サービス」

など身近な内容の認知度が低かったことから、「生物多様性」の認知度向上が課題と考え

られます。 
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2.4 環境の現状 

第２次環境基本計画（平成27(2015)年3月策定）施策別に、本市の現状と課題を以下に示し

ます。 

  

 

（基本施策１）脱炭素 

＜現状＞ 

・ 市全域における、市民一人あたりの温室効果ガ

ス排出量は、平成25（2013）年度が6.28ｔだっ

たのに対して、令和２(2020)年度が4.89ｔと減

少傾向にあります。 

・ 環境イベント等各種普及啓発事業への参加者数

は、令和4(2022)年度が4,100名で、平成

25(2013)年度の3,100名から増加しました。た

だし、コロナ禍前と比較すると大きく減少し

ています。コロナ禍における在宅時間の増加

や、環境フェアの開催規模の縮小が原因と考

えられます。 

・ 市民向けの太陽光発電システム設置補助制度

を開始し、太陽光発電システムの普及を促進

しています。太陽光発電設備導入件数は、令

和4(2022)年度は400件で、平成25(2013)年度 

の763件から減少しました。これは、コロナ禍 

における機械の部品不足などが要因と考えられ

ます。 

・ 環境負荷の低減及び省エネルギー化を図るた

め、平成24(2012)年度から年次的に庁舎へLED照

明設備を導入しています。そのほか、街路灯を

LEDに転換し、街路灯全体でのLED化進捗率は約99％になりました。 

・ 低炭素建築物の申請件数は、令和4(2022)年度が26件でした。 

・ 本市では、令和４(2022)年度３月より、一部の路線で電気バスの運行が開始されました。 

 

＜課題＞ 

・ 公共施設等の温室効果ガス排出量削減に対しては、引き続きＬＥＤ照明の導入や、太陽光

発電等の再生可能エネルギーの導入、低燃費自動車の導入などの取り組みを検討する必要

があります。 

・ 温室効果ガスのさらなる抑制に向けて、補助制度や普及啓発により市民や事業者への太陽

光発電システム等の設置を加速することが課題です。 
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・ 市民 1人あたりの温室効果ガス排出量は、概ね減少傾向にありますが、脱炭素社会にむけ

ては、より一層省エネを進め、市内で必要とするエネルギー量を削減し、再生可能エネル

ギーの導入の取組が必要となります。 
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（基本施策２）自然環境 

＜現状＞ 

・ 市街地では公園整備が進み、公園・緑地面積は平成25(2013)年が123.38haだったのに対し

て、令和4(2022)年は157.57haと増加しています。 

・ 身近な緑を育む事業参加者数は、参加者の高

齢化により平成25（2013年）年度比でわずか

に減少しています。また、参加者が高齢化し

ています。 

・ 生産者の環境保全への意識向上等により、エ

コ農産物栽培面積が増加しました。 

・ 市が開設した農園では全ての区画に申し込み

があり、森林サポーター養成講座には定員25

名の枠が満員になりました。 

・ 環境教育事業や生きもの調査員養成講座の実施によ

り、本市の自然環境や生物多様性を保全することの重

要性や必要性を学ぶ機会を提供しました。 

・ 生きものや自然に関する学習会等に参加した人数は、

平成25（2013）年度の375名から令和４(2022)年が

1,156人と増加しました。ただし、コロナ禍前と比較

すると大きく減少しています。 

・ 平成 27・28 年度に環境資源調査を行い、市域の動植

物の調査結果と今後の課題整理等を行いました。その

際作成した啓発冊子を、市民の生物多様性の保全への関心と理解を高めるために活用しま

した。また、その後、市民団体等と協働で引き続き補完調査を行いました。 

・ 特定外来生物であるアライグマ・ヌートリアを捕獲する箱罠を市民の要望に応じて貸し出

しています。 

・ 令和５年度に市内で特定外来生物であるアルゼンチンアリが確認され、防除・モニタリン

グを行っています。また、特定外来生物であるクビアカツヤカミキリが府内複数の市町村

で確認されており、令和６年度には隣接市をはじめ近隣市町に広がっています。 

 

＜課題＞ 

・ 茨木市のまちづくりに関するアンケートから、市民の満足度は、都市部で水・土・生きも

のとの親しみやすさが低い結果が見られたことから、自然環境とのふれあいの場や、地域

の動植物の生息環境等に触れる取組も重要です。 

・ 市域の生態系の把握のため、環境資源調査を引き続き行う必要があり、市民団体等と協働

し、生物多様性の保全への関心と理解を高めるための施策の展開を図る必要があります。 

・ 林業従事者の高齢化等により、放置森林の増加が懸念されます。担い手の育成が課題で

す。 

・ 外来生物への対応が引き続き必要です。 
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＜いばらきの自然＞ 

 

・ 本市では、平成 27（2015)・28（2016)年度に市内の生物の生息状況を把握するた

め、茨木市自然環境資源調査を行いました。「いばらきの自然～平成 27・28 年度 茨

木市自然環境資源調査結果から～」によると、現地調査と既存資料調査で、哺乳類

20 種、鳥類 126 種、爬虫類 13 種、両生類 16種、魚類 42種、昆虫類約 1500 種、底

生動物約 185 種、植物約 1190 種が確認されました。この調査では、市内では、山間

部を中心に希少な生きものが多く生育生息し、大都市近郊でありながら、非常に豊か

な自然が残されていることが明らかになりました。 

・ また、平成 30(2018)年度からは、追跡調査として、市民団体の協力のもと茨木市環

境資源補完調査を実施しています。 

・ 生物多様性の保全活動の担い手を養成するため、生きもの調査員養成連続講座を実施

し、受講されたかたに調査活動に参加していただいています。 

・ 令和５（2023）年度までに市内●か所で●回の調査を行い、調査対象種●種のうち●

種の生息を確認しました。 

 

（生きものの写真を数種掲載予定） 
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（基本施策３）資源の循環 

＜現状＞ 

・ 本市のごみ排出量は減少傾向にあります。

市民１人１日あたりの家庭系ごみ排出量

は、令和4(2022)年度が423.8gで平成

26(2014)年度の471.5gから10.1%減少して

います。令和元(2019)年度は前年度の災害

に伴う影響、令和2(2020)年度からはコロ

ナ禍での外出自粛等の影響により増加して

いますが、令和3(2021)年度から再び減少

に転じています。第２次環境基本計画の目標値392.0gを約31.8g上回っており、目標値達成

にはさらなる削減が必要です。 

・ 事業系ごみ年間排出量は、令和4(2022)年

度が45,677tで平成26(2014)年度の50,487t

から9.5%減少しています。ただし、平成

30(2018)年度と令和元(2019)年度は、平成

30(2018)年度に発生した災害（大阪府北部

を震源とする地震、豪雨、台風）に伴うご

みにより排出量が増加したものと推測され

ます。また、令和2（2020）年度はコロナ

禍に伴う外出自粛や飲食店への休業要請等により、事業系ごみ排出量は大幅に減少し、現

行一般廃棄物処理基本計画目標値の44,266tを約1,411t下回っています。しかし、令和

3(2021)年度からはコロナ禍からの景気回復により増加に転じています。 

・ 資源物回収量は、令和4(2022)年度が

11,178tで平成26(2014)年度の13,790tから

減少しています。資源物回収量において

は、分別の徹底等により回収量を増やすこ

とは重要ですが、近年ペットボトル等の軽

量化や、電子書籍等の利用の増加、新聞・

雑誌の購読者の減少等、再資源化可能なも

のの消費量全体が今後も減少していくもの

と考えられます。 

・ 集団回収量は、令和4(2022)年度が6,338t

で平成26(2014)年度の10,235tから減少し

ています。集団回収量減少の原因は、集団

回収団体数の減少ではなく、集団回収によ

って回収される内容が社会情勢で大きく変

化していることが考えられます。また、新

聞・雑誌以外にも、ペットボトルや缶等の

軽量化は進んでおり、資源物を含めたごみ

量を全体的に減らしていくという社会の流れ、茨木市の回収状況等を総合的に考えると、

資源物回収量を増加させるという目標値は現実的ではありません。 
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・ 市民1人あたりの収集経費は、令和4(2022)年

度は 

5,426円で、横ばいが続いています。ごみ処

理に係る将来的な視点及び経費削減の観点か

ら、施設の整備（長寿命化を含む。）、広域処

理を計画しました。令和5(2023)年4月から茨

木市環境衛生センターで摂津市の廃棄物も処

理しています。ごみ処理施設の集約により、

効率的な運用・処理が実現しました。 

・ 市民1人あたりの処分経費は、令和4(2022)年

度は8,689円で、平成25(2013)年度の6,755円

から増加しています。主に光熱水費の増加に

よる経費増加により処分経費が上昇しまし

た。 

 

 

＜課題＞ 

・ ごみの減量が進んでいますが、一般廃棄物処理基本計画での目標（基準：平成26(2014)年

度、目標：令和７(2025)年度）達成に向けて、さらなるごみ減量化・再資源化が求められ

ています。 

・ 以下に示す国内外の状況を踏まえ、食品ロス及びプラスチックごみの削減を課題としてご

みの削減に努めます。 

・ SDGsのターゲットに食品ロスの減少が掲げられ、我が国においても「食品ロス削減推進法」が

制定されるなど、食品ロス削減への機運が高まっています。 

・海洋プラスチックごみ問題、気候変動問題、諸外国の廃物輸入規制強化などへの対応を契機

として、国内におけるプラスチックごみの削減と資源循環を一層促進する重要性が高まって

います。  
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出典：茨木市一般廃棄物処理基本計画,令和 4(2022)年 3 月 

図 １人１日当たり家庭系ごみ量（資源物を除く）の実績値及び

予測値と現行計画目標値の比較 

 

出典：茨木市一般廃棄物処理基本計画,令和 4(2022)年 3 月 

図 事業系ごみ量の実績値及び予測値と現行計画目標値の比較 
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（基本施策４）生活環境  

＜現状＞ 

・ 大気、水（河川、地下水）について、光

化学オキシダント以外の項目について

は、環境基準を概ね達成し、健康被害や

環境への大きな被害は発生していませ

ん。 

・ 一般騒音について、環境基準達成率は

94.4%で、第２次環境基本計画で基準年

とした平成25（2013）年より上昇しまし

た 

・ 道路騒音について、環境基準達成率は、

国道171号と茨木・摂津線の高水準を維

持していますが、大阪中央環状線で低下

しています。 

・ 令和4(2022)年度の公害苦情の解決率は

82.6%で、例年の水準を維持していま

す。 

・ 下水道整備を積極的に実施し、令和５

(2023)年度末現在で公共下水道の人口普

及率は99.5％となっています。 

・ 市内の工場・事業所に対し、法令等に基づく届出の受理、立入検査等を行い、公害の発生

は防止されています。 

・ 平成25(2013)年度より、川や水路の水をきれいに保つため、合併処理浄化槽を市で設置

し、維持管理する公設浄化槽事業を行っています。これまでに、累計で147基整備していま

す。 

・ 事業所における化学物質排出量は、平成23(2011)年度をピークに減少傾向にあります。 

・ 市内の事業所に対し、特定化学物質について、法令等に基づく届出（PRTR法）や維持管理

についての指導、立入検査等を行いました。 

・ 遺伝子組換え施設との環境保全協定の締結件数は令和4(2022)年度が17件で、平成25(2013)

年度の15件から漸増しています。 

・ 路上喫煙率は、平成25(2013)年が0.402％だったのに対して、令和４(2022)年が0.144％と

低くなっています。 

0

0.02

0.04

0.06

0.08

0.1

0.12

0.14

0.16

Ｈ21Ｈ22Ｈ23Ｈ24Ｈ25Ｈ26Ｈ27Ｈ28Ｈ29Ｈ30 R1 R2 R3 R4

(ppm)

光化学オキシダント 
（昼間の 1時間値の最高値） 

道路騒音の環境基準達成率 

環境基準 

耳原小学校局 

茨木市役所局 

88.0

84.8

81.8

85.2

93.3

93.2

92.0 93.3 91.6 91.0 90.3 91.285.4

85.5

74.0

89.1

80.9 77.7 77.4
77.4 76.6 76.2 72.5

65.8

96.4 96.4
92.2

96.8 96.8 96.8

0

20

40

60

80

100

H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4

一般国道171号

大阪中央環状線

茨木・摂津線



26 

 

・ 市内一斉清掃参加者数は、平成30(2018)年

が29,712人だったのに対して、令和４

(2022)年が20,695人と大きく減少していま

す。 

・ 不法投棄処理件数は、平成25(2013)年が

490件だったのに対して、令和４(2022)年

が471件とわずかに減少しています。 

・ 飼い犬登録、狂犬病予防注射の接種率向上

の取組、散歩時のリードの着用やフン尿の後始末等、ペットの飼養にかかるマナー啓発に

取り組んでいます。令和4(2022)年度の飼い猫等の避妊・去勢手術費補助件数は330件で、

平成25(2013)年度の510件（犬224件、猫286件）から減少していますが、その要因は、平成

27(2015)年6月に飼い犬に対する補助制度を廃止したためであり、猫に対する補助件数は増

加しています。 

 

＜課題＞ 
・ 光化学オキシダントの環境基準は、茨木市単独では達成が困難な可能性があります。対

策・対応については、国や大阪府による広域的な政策の実施や、これらの広域的政策と連

携しつつ事業活動に伴い発生するばい煙、自動車排出ガスの削減を推進する必要がありま

す。 

・ 騒音は、環境基準達成率の向上が課題です。特に大阪中央環状線が課題です。 

・ 公共下水道等は、今後も公共下水道の人口普及率向上に努めるとともに、公設浄化槽の設

置促進により公共用水域の水質保全に努める必要があります。また、標準耐用年数を超え

る老朽化した下水道施設が増加しており、改築等により機能を保全する必要があります。 
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2.５ 計画策定にあたっての基本的な考え方 

社会情勢の変化や市民意識、市の現状を踏まえ、将来にわたって、より良い環境づくりを進

めるためには、以下のような視点が求められています。 

 

 

（１）市の特性・現状を踏まえた、長期的な視点  

 推計による本市の人口のピークは令和７（2025）年で、今後 10年間では人口減少、高齢化

を迎えます。環境に関する取組は、人口減少社会を念頭に、次世代に繋ぐ持続可能なもので

あることが求められます。人口減少や高齢化に起因する環境への影響、生活様式の変化、エ

ネルギー消費や資源循環への影響を考慮する必要があります。 

 

（２）現計画の取組状況と課題を踏まえた対応  

 第２次環境基本計画のもと 10 年間環境に関する課題に取り組んできました。取組状況とそ

の課題を整理し、本市の地域特性を踏まえ、課題への対応をめざした取組を検討します。 

 第３次環境基本計画における新たな課題として、生物多様性の保全と気候変動への適応が

あげられます。 

 

（３）環境を取り巻く社会情勢を反映  

 第２次環境基本計画が策定された平成 27（2015）年以降の 10年間には、環境に関する様々

な国際条約、法律、条令が制定され、関連する計画が策定されました。また、環境に関する

技術は進歩しています。今回策定する計画ではそれらを踏まえて、取組内容を検討します。

例えば、パリ協定や持続可能な開発目標（SDGs）などの国際的な枠組みを反映させるほか、

最新の技術革新（再生可能エネルギー、エネルギー効率の向上、廃棄物管理の技術など）を

取り込みながら施策を検討します。 

 

（４）市民参加による環境の共創  

 めざす環境像は、市のみで実現することはできません。市民・事業者等多様な主体ととも

に目標に向かって取り組むことではじめて実現します。本市の特徴である「共創のまちづく

り」により、次世代につながる持続可能な循環共生社会の実現をめざします。 
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第３章 計画がめざすもの 

3.1 環境像と基本施策 

本計画は、次に掲げる環境像の実現をめざします。環境像は、茨木市に関わるみんなが環境

を意識し、配慮する（創る）ことで、茨木市の豊かな環境を持続可能なものとし、次世代へつ

なぐことをイメージしました。 

その実現に向けて、４つの基本施策を掲げ、それぞれの将来像を示しました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（案） 表 環境像と基本施策のイメージ 

環境像 次世代（未来）へつなぐ・みんなで共創する環境のまち 

基本施策１ 脱 炭 素：みんなでめざすカーボンニュートラル。 

基本施策２ 自然環境：自然を身近に感じて暮らせるまち。 

基本施策３ 資源循環：みんなでごみを減量・分別し、再資源化製品の積極的な選択を。 

基本施策４ 生活環境：健康で安全なくらしの場を。 

 

 

 

  

循環共生型社会の実現 
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（１）４つの基本施策の考え方  
 

基本施策１ 脱炭素：みんなでめざすカーボンニュートラル。                       

 

気候変動に関する政府間パネル（IPCC）が 2021 年８月に公表した第６次評価報告書第１作

業部会報告書において、人間の影響が大気、海洋及び陸域を温暖化させてきたことには疑う

余地がなく、また、気候システムの多くの変化は、地球温暖化の進行に直接関係して拡大す

るとされました。気候変動緩和策である地球温暖化対策と合わせて、現時点において、すで

に表れつつある気候変動の影響に対する適応策の重要性が高まっています。 

一人ひとりが脱炭素への意識を高め、実践するため、次の３つの取組方針に基づき、基本

施策の推進を図ります。 

１）脱炭素・省エネルギーの実践及び普及啓発 

２）再生可能エネルギー・省エネルギー設備の導入促進 

３）気候変動による影響への適応策の推進 

 公共施設への再生可能エネルギー設備導入など、市が率先して取組を進めるとともに、環

境講座やイベントを通して普及啓発を図り、市内のすべての主体とともに脱炭素の推進をめ

ざします。 
  

 

基本施策２ 自然環境：自然を身近に感じて暮らせるまち。          

 

私たちの暮らしは生物多様性の恵みに支えられています。食べ物、衣類、大気や水、野外

レクリエーション、生息・生育環境の提供などといった恩恵を、生態系サービスといいま

す。世界的な生物多様性と生態系サービスの劣化の状況をふまえ、私たちが生態系サービス

を持続的に受け取るためには、ネイチャーポジティブ（自然再興）の実現を視野に入れた取

組が必要です。 

こうした状況を受け、本市では、生物多様性への理解と価値観の共有を継続的に促すとと

もに、生物多様性の保全に取り組むことで、人の生活と自然とのバランスのとれた自然環境

をめざし、次の２つの取組方針に基づき、基本施策の推進を図ります。 

 

１）自然資源の利用の推進 

２）生物多様性の保全 

本市のみどりの特徴である北摂山系の森林や農地などを保全するとともに、より多くの人

が自然とふれあえる機会を創出し、自然を身近に感じられるよう取り組みます。 
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基本施策３ 資源循環：みんなでごみを分別し、再資源化製品の積極的な選択を。   

 

 大量生産・大量消費型の経済社会活動から、資源・製品の価値の最大化を図り、資源投

入量・消費量を抑え、廃棄物の発生の最小化につながる循環経済（サーキュラーエコノミ

ー）の取組が国際社会共通の課題となる中、循環経済への移行によって３R＋Renewable（バ

イオマス化・再生材利用等）をはじめとする資源循環の取組が進めば、カーボンニュートラ

ル実現にも貢献するとされています。近年は様々な法律等の整備により、廃棄物の削減に加

え、食品ロスやプラスチック類の削減等、削減するごみの質も求められるようになっていま

す。 

 さらなる資源の分別と循環を図るため、次の３つの取組方針に基づき、基本施策の推進

を図ります。 

 

１）ごみの減量化の推進 

２）ごみの再資源化の推進 

３）ごみの適正処理の推進 

 

ごみの排出抑制にむけた啓発・指導等により減量化を図るとともに、市民や事業者と連携

してごみが適正に分別収集され再資源化につながるよう取り組みます。処理施設について

は、長寿命化工事を計画的に進めます。 

 

基本施策４ 生活環境：健康で安全な暮らしの場を。                

 

事業活動に伴う大気・水環境への影響や生活排水、騒音、悪臭など身近な環境問題につい

ては、地域の安心・安全につながるため、「大気汚染防止法（昭和 43 年法律第 97号）、

「水質汚濁防止法」（昭和 45 年法律第 138 号）、「土壌汚染防止法」（平成 14 年法律第 53

号）等関連法令に基づく対策を引き続き実施するとともに、化学物質の適正管理、ライフサ

イエンス系施設の状況把握や指導等、地域の安全・安心の確保を図る施策を推進します。 

 次の３つの取組方針に基づき、基本施策の推進を図ります。 

１）健康に過ごすことができる生活環境の保全 

２）新たな環境課題への対応 

３）快適環境の保全 

「プラネタリー・ヘルス」の視点から「地球の健康」と「人の健康」を一体的に捉え、環

境保全に取り組むことで「ウェルビーイング／高い生活の質」の実現をめざします。 
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（２）計画の体系  

 環境像を実現するための基本施策と取組方針、取組内容は次のとおりとします。 

 

環境像：次世代（未来）へつなぐ・みんなで共創する環境のまち 

 

基本施策 取組方針 取組内容 

脱炭素 

みんなでめざすカー

ボンニュートラル 

1) 脱炭素・省エネルギーの
実践及び普及啓発 

①脱炭素・省エネルギーの実践 

市の施設・公用車のエネルギー抑制、市の
水道・用紙類の使用抑制、脱炭素化・省エ
ネ化の普及促進、デコ活の実践、クールビ
ズ・ウォームビズ、低炭素な移動手段の選
択、地産地消の選択等 

②普及啓発 

環境講座の開催、プラットフォームの開
催・活用 

 2) 再生可能エネルギー・省
エネルギー設備の導入
促進 

①再生可能エネルギーの導入促進 
ZEB・ZEH 推進、太陽光パネル設置、ゼロ
カーボン・ドライブ、補助金・制度等の
整備等 

②省エネルギー設備の導入促進 
ZEB・ZEH 化、補助金・制度等の整備、災
害時に備えた再生可能エネルギーや蓄電池
の設置等 

 3) 気候変動による影響へ
の適応策の推進 

①まちづくり 

まちの緑の整備、水の緑のネットワーク、
建築物のエネルギー効率を向上（ZEB,ZEH
推進）、透水性舗装、情報発信等 

②熱中症予防 

クールビス推進、暑さ指数・熱中症アラー
トの啓発等 

自然環境 

自然を身近に感じて

くらせるまち 

1) 自然資源の利用促進 ①農地・里山の活用 

環境にやさしい農業の推進、エコ農産物の
普及拡大、市民農園の開催、食材の地産地
消、森林整備と地産材（木材等）の利用促
進、森林ボランティアや農業の担い手養成
等 

②自然資源の活用 

ダムパークいばきた周辺等北部地域の活用
推進 

 2) 生物多様性の保全 ①生物多様性 

森林整備・森林保全活動による里地・里山
の保全、外来生物に関する啓発・生息状況
把握、獣害対策、開発時の緑化・景観への
配慮、 
水とみどりのネットワークによるまちなか
の生物多様性向上、生物多様性に配慮した
公園緑地・植裁の整備、ペットや観葉植物
の適正管理、開発時の緑化・景観への配慮
等 

②普及・啓発 
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生きものや自然に関する学習機会の提供、
ペットや観葉植物の適正管理、外来生物に
関する啓発等 

資源循環 

みんなでごみを減

量・分別し、 

再資源化製品の積極

的な選択を。 

1) ごみの減量化の推進  
3R（Reduce、Reuse） 

①家庭系ごみの減量化推進 

フードドライブ、コンポスト、マイバッ
グ、エコクッキング、３きり運動、てまえ
どり等の促進等 

②事業系ごみの減量化推進 

レジ袋削減、過剰包装自粛、ばら売り、量
り売り、割引による販売、てまえどり、フ
ードシェアリングサービス等の促進等 

 2) ごみの再資源化の推進 
3R（Recycle） 

①家庭系ごみの再資源化の推進 

集団回収、拠点回収、店頭回収の推進、雑
がみの周知、小型家電の回収方法拡大等 

②事業系ごみの再資源化の推進 

市による啓発・事業所訪問による再資源化
推進、紙類・食品廃棄物の再資源化等 

 3) ごみの適正処理の推進 処理施設の長寿命化、収集から処分までの
経費負担の見直し、次期ごみ処理施設のあ
り方や仕様の検討。大規模災害に備えた廃
棄物処理計画の周知、市が発注する工事に
おける適切な業者選定・監督・指導 

生活環境 

健康で安全なくらし

の場を 

1) 健康に過ごすことがで
きる生活環境の保全 

公害関係法に基づく事業所指導、公共下水
道・公設浄化槽の整備、大気質・水質・騒
音の監視 

 2) 新たな環境課題への対
応 

①化学物質による環境リスクへの対応 

事業者の届け出と市による化学物質の環境
への排出量の把握、事業者による自主的な
化学物質の適正管理、ＰＲＴＲ法に基づく
届出化学物質管理計画書の作成促進 

②遺伝子組換え実験等による環境リスクへの
対応 

市による条例に基づく指導、事業者と市に
よる環境保全協定の締結 

 3) 快適環境の保全 路上喫煙の防止、不法投棄の防止、ペット
の適正飼養、環境美化活動の推進 
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＜コラム③＞ネイチャーポジティブ実現に向けた、自然と共生する豊かな社会へ 

令和４（2022年）12月に開催された 

ＣＯＰ15において、新たな世界目標

として採択された「昆明・モントリオ

ール生物多様性枠組」は、2050年ビジ

ョンに「自然と共生する世界」を掲

げ、2030年までに「生物多様性の損失

を食い止め、回復させる」いわゆる

「ネイチャーポジティブ(自然再興)」

を実現することを目標としました。そ

の実現に向け、人類存続の基盤として

の健全な生態系を確保し、生態系によ

る恵みを維持し回復させ、自然資本を

守り活かす社会経済活動を広げるために、これまでの生物多様性保全施策に加えて、気候変動

や資源循環等の様々な分野の施策と連携した取り組みが求められています。 

 

日本では、「昆明・モントリオール生物多様性枠組」を踏まえ、令和５年（2023年）３月に

「生物多様性国家戦略2023-2030」を閣議決定しました。 

2050年のビジョンを「自然と共生する社会」とし、2030年のネイチャーポジティブ（自然再

興）の実現をめざし、生態系の健全性の回復のほか、自然を生かした社会課題の解決、一人ひ

とりの行動変容などが基本戦略の柱として盛り込まれています。 

出典「昆明・モントリオール生物多様性枠組―ネイチャーポジティブの未来に向けた2030年世界目標―」(環境省) 

 

 

 

 

 

 

 

出典：地域規模生物多様性概況第5版（生物多様性条約事務局） 
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第４章 環境像の実現に向けた取組 

 本計画の効果的な推進に向けて、それぞれの取組方針ごとに目指すまちのすがたを示すとともに

現状と課題、取組内容と各主体の取組、環境指標を明記しています。また、横断的に取り組む環境

意識・環境教育・環境行動についても示しています。 

ここで示す環境指標とは、環境像の実現に向けて実施する基本施策や取組方針の進捗状況を把握

するための目安となる数値です。 
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4.1 基本施策（1）脱炭素 

 

① 施策の必要性 

ＣＯ２等の温室効果ガスの排出量増加が原因とされる気候変動が地球規模の課題となってい

ます。地球温暖化問題は、社会経済活動のみならず、人間の存続の基盤である環境・自然資

本を劣化させ、将来世代にも大きな影響を及ぼすことから、市民、国、地方公共団体、事業

者等の全ての主体が参加・連携して取り組むことが求められています。2050年ゼロカーボン

達成削に向け、再生可能エネルギーの利用促進や省エネルギー対策の推進を図るほか、既に

現れている気候変動の影響や中長期的に避けられない影響に対処し、被害を防止・軽減する

気候変動への適応に対する取組が必要です。 

 

② 施策の方向性 

市が率先して省エネルギー対策を行うとともに、市民や事業者と連携して、再生可能エネ

ルギーの利用促進や省エネルギーの推進に努めるとともに、気候変動による環境への影響へ

の適応策の取組の推進を図ります。また、情報交換の場を通じて様々な主体が連携し、新た

な取組の輪を広げ、ライフスタイルを見直すことにより脱炭素をめざします。 

 

③ 取組内容 

 

取組方針（1-1）脱炭素・省エネルギーの実践及び普及啓発  

 

項目 脱炭素・省エネルギーの実践及び普及啓発 

現状と課題 

地球温暖化対策実行計画に基づき、市民等の環境に配慮した行動を促すため、

市民団体等と連携し、意識啓発の取組を進めています。本市のエネルギー使用

量は概ね減少傾向にありますが、2050年ゼロカーボン達成に向けては、より一

層の脱炭素と省エネルギーの取組が必要です。 

めざすべき姿 
市民等の環境に関する意識が高まり、脱炭素と省エネ化の実践が進んでいま

す。 

 

脱炭素・

省エネル

ギーの実

践 

市 

・施設の使用に伴うエネルギー、公用車の使用に伴うエ

ネルギー、水道及び用紙類の使用を抑制します。 

・市民、事業者の取組を促進することにより、ライフス

タイルの省エネ化を推進します。 

・地球温暖化対策実行計画に基づき、市民等の環境に配

慮した行動を促すため、市民団体等と連携し、脱炭素

化・省エネ化の普及促進を進めます。 

・環境負荷の低い電力の調達を実践します。 
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市民 

・脱炭素・省エネルギーを実践します（デコ活の実践。

断熱住宅、省エネ・エコグッズの選択、食べ残しゼ

ロ、テレワーク）。 

・環境負荷の低い電力を選択します。 

・クールビズ、ウォームビズを実践します。 

・できるだけ公共交通、自転車、徒歩で移動します。 

・宅配便は１度で受け取ります。 

事業者 

団体 

・事業者は、省エネ型製品・サービスの普及・開発を進

めます。 

・事業者は、新しく得た情報を活用し、省エネルギーを

実践します。 

・環境負荷の低い電力の調達を実践します。 

普及啓発 

市 

・市民、事業者と連携した取組を推進するため、情報交

換の場や環境講座を提供します。 

・プラットフォームの積極的な活用を図ります。 

市民 
・環境問題に気づき、学び、正しい知識を身に着けま

す。 

事業者 

団体 

・プラットフォームに積極的に参加し、情報交換を行い

ます。 

環境指標(案) 
・情報交換の場や環境講座の提供件数 

・市民１人あたりの温室効果ガス年間排出量（ｔ） 
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取組方針（1-2）再生可能エネルギー・省エネルギー設備の導入促進  

 

項目 再生可能エネルギー・省エネルギー設備の導入促進 

現状と課題 

再生可能エネルギーや省エネルギー設備の導入を図るため、市自らが公共施

設へ導入するとともに、市民等へ太陽光発電システム等の補助制度を実施し

ています。 

将来世代のためにも、脱炭素の実現に向けた暮らしや事業活動が求められて

います。 

めざすべき姿 

再生可能エネルギー設備や省エネルギー設備の導入により、脱炭素の実現に

向けた取組が暮らしや事業活動の中で進んでいます。 

 

取組むこと 

公共施設では、再生可能エネルギーなどを率先導入するとともに、計画的に

空調設備を省エネルギー設備に改修するほか、照明のＬＥＤ化を推進しま

す。再生可能エネルギー等を導入する市民や事業者を支援します。 

再生可

能エネ

ルギー

設備導

入 

市 

・公共施設の新設・建替にあたっては、再生可能エネル

ギー設備導入を進めるとともに、ZEB化をめざしま

す。 

・公共施設の改修にあたっては、再生可能エネルギー設

備導入を進めるとともに、ZEB化を検討します。 

・市民や事業者による再生可能エネルギー等の導入促進

のため、支援制度を整備します。 

・災害時に備え、再生可能エネルギーや蓄電池等の利活

用を推進します。 

市民 

・住宅等の更新時・新築時にZEH化を実践します。 

・戸建・集合住宅等に屋根置き等の自家消費型の太陽光

発電設備を設置します。 

・災害時に備え、再生可能エネルギーや蓄電池を設置し

ます。 

事業者 

団体 

・工場・事業場等に再生可能エネルギーを設置します。 

・工場・事業所等の更新時・新築時におけるZEB化を実

践します。 

・災害時に備え、再生可能エネルギーや蓄電池の利活用

を推進します。 

省エネ

ルギー

設備導

入 

市 

・公共施設等の新設・建替にあたっては、省エネルギー

設備を導入し、ZEB化をめざします。 

・公共施設の改修にあたっては、省エネルギー設備を導

入し、ZEB化を検討します。 

・市民や事業者によるZEB化、ZEH化誘導のため、支援

制度を整備します。 

市民 

・住宅や設備・家電、住まい方を見直し、脱炭素に向け

た暮らしを選択します。 

・住宅等の更新時・新築時にZEH化を実践します。 

・住宅の新設・更新時には省エネ性能の高い商品を選択

します。 
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事業者 

団体 

・事業活動に伴う設備の省エネ改修等を行い、低炭素な

事業活動に努めます。 

・工場・事業所等の更新時・新築時におけるZEB化を実

践します。 

・設備改修にあたっては、再生可能エネルギーや効果的

にエネルギー使用量を削減できる設備を選びます。 

・災害時に備えコージェネレーションシステムなどの自

立・分散型エネルギーシステムを導入します。 

環境指標（案） 
・市民１人あたりの温室効果ガス年間排出量（ｔ） 

・市町村ごとの電気の使用量（資源エネルギー庁） 
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取組方針（1-3）気候変動による影響への適応策の推進  

 

項目 気候変動による影響への適応策の推進 

現状と課題 

地球温暖化による影響は、今後さらに増大するおそれがあります。気候変動

の影響に対処するため、脱炭素化だけでなく、既に現れている気候変動の影

響や中長期的に避けられない影響に対処し、被害を防止・軽減する「適応」

の取組を進める必要性が高まっています。 

気候変動の影響により気温が上昇し、台風、短時間強雨、大雨等の増加や、

熱中症の危険性が増しています。 

都市部ではヒートアイランド現象により、一層の高温化が見込まれます。快

適な環境を確保するため、気候変動による影響への適応策が必要です。 

めざすべき姿 

気候変動による影響について、各主体が気候変動の影響を防止・軽減する

「適応策」に取り組んでいます。 

気候変動への適応策により、熱中症患者の搬送数は抑制されています。 

取組むこと 

気候変動の影響と適応策に関する普及啓発を行うほか、自然災害への備えやヒ

ートアイランド対策・熱中症対策を行います。 

適応策 

（まちづ

くり） 

市 

・まちに緑を増やし、木陰を創出します。水と緑のネ

ットワークを形成します。 

・透水性舗装を導入します。 

・建築物のエネルギー効率を向上します（ZEB,ZEH等

の推進）。 

・気候変動の影響と適応策に関する情報を発信し、市

民の意識向上を図ります。 

・公共下水道の雨水管整備や雨水貯留施設の設置、また

既存の水路の適正な維持管理を行います。 

市民 

・住宅の接道部や壁面の緑化に取り組む 

・建築物のエネルギー効率向上（建物の断熱性能の向

上、ZEHや遮熱窓の導入等の推進） 

事業者 

団体 

・事業所の接道部や壁面の緑化に取り組む 

・建築物のエネルギー効率向上（建物の断熱性能の向

上、ZEHや遮熱窓の導入等の推進） 

適応策 

（熱中症

予防） 

市 

・クーリングシェルターを整備します。 

・熱中症特別警戒アラート・熱中症警戒アラート・暑

さ指数（WBGT）を普及・啓発します。  

・クールビズを推進します。 

市民 
・クールビズを実践します。 

・猛暑日の不要な外出を自粛します。 

事業者 

団体 
・クールビズを推進・実践します。 

環境指標（案） 

・熱中症患者の搬送数 

・透水性舗装の導入面積。 

・みどりのカーテン取組件数。 
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④ SDGｓの位置付け 
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4.2 基本施策（2）自然環境 

 

① 施策の必要性 

生物多様性の損失を止め、反転させ、回復軌道に乗せるため、多様な生きものが棲み、み

どり豊かな自然環境を創造する観点から、本市のみどりの特徴である北摂山系の森林や農地

などを保全するとともに、身近に緑があふれ、動植物とふれあえる取組が必要です。 

 

② 施策の方向性 

みどりを育む取組や生態系への配慮を推進するとともに、自然とふれあう機会の創出に取

り組み、生物多様性への理解と価値観の共有を継続的に促すとともに、生物多様性の保全に

取り組むことで、人の生活と自然とのバランスのとれた自然環境をめざします。 

 

③ 取組内容 

 

取組方針（2-1）自然資源の利用の推進  

 

項目 自然資源の利用の推進 

現状と課題 

（現状）里山は、木材利用の減少や担い手不足から、手入れが行き届かなく

なってきており、多様な主体による保全活動が必要です。農業施設や農地も

担い手不足から、機能の維持が困難になってきています。 

（課題）豊かな里山・里地を持続的に保全していくためには、保全活動だけ

でなく、利活用することで循環の仕組みを構築していくことが重要です。 

めざすべき姿 
美しい里地・里山が保全され、環境に配慮した農地の活用が進みます。ま

た、間伐材などの有効利用が進んでいます。 

 

森林保全ボランティアや農業の担い手を確保・育成し、放置森林や遊休農地

とマッチングを進めます。森林環境譲与税を利用し、森林整備や木材利用の

促進などを進めます。地域で取組まれる有機農業や減化学肥料・減農薬によ

る環境に配慮した農業の取組を推進します。 

 

取組むこと 

農地・

里山の

活用 

市 

・有機肥料やたい肥などを活用したエコ農産物の認証制度

を推進します。 

・森林環境譲与税を利用し、森林整備や地産材利用の促進

などを進めます。 

・森林整備への支援、間伐材・剪定枝の活用を推進しま

す。 

・森林保全ボランティアや農業の担い手を確保・育成し、

遊休農地や放置森林とのマッチングを推進します。 
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市民 

・エコ農産物を積極的に購入します。 

・森林保全ボランティア活動や養成講座に参加します。 

・地元産の旬の食材を積極的に選びます 

事業者 

団体 

・農協や販売事業者は、エコ農産物を積極的に取り扱いま

す。 

・森林組合等は、間伐材等を有効に活用します。 

・事業者・団体は、森林や農地の保全活動等に参加しま

す。 

・事業者・団体は、積極的に自然資源を利活用します。 

自然資

源の活

用 

市 

・地域資源や自然資源に触れ、活用されるきっかけとなる

場を官民連携により整備することで市民の行動を促し、

地域資源・自然資源の活用を推進します。 

市民 
・ダムパークいばきた、見山の郷、野外活動センター、里

山センター等北部地域を利用します。 

事業者 

団体 
－ 

環境指標（案） 

・エコ農産物栽培面積 

・ふれあい農園区画数 

・森林サポーター養成講座参加者数 
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取組方針（2-2）生物多様性の保全  

 

項目 生物多様性の保全 

現状と課題 

放置森林が増え、動植物の生態系に変化が見られます。都市開発が進む中

で、都市部の生物の多様性が失われつつあります。生物多様性の重要性につ

いて、周知する必要があります。 

めざすべき姿 

多様な動植物が生息・生育できる環境が保全・整備されており、生きもの同

士のつながりが保たれています。 

生きものや自然とふれあう機会が確保されており、自然に親しみを感じられ

ます。 

生物多様性の重要性が広く周知されています。 

取組むこと 

生物多

様性保

全の取

組 

市 

・これまでの“水と緑のネットワーク”の形成に、生物

多様性の保全の視点を取り入れるよう働きかけ、生態

系の保全、回復に努めます。 

・生物多様性の保全のため、市民等と協働し環境資源調

査・補完調査等を行います。 

・生物多様性に係る人材育成に努めます。 

・事業者や森林保全ボランティア団体等による森林整備

により、里地・里山の保全を図ります。 

・アドプトフォレスト※１の取組や森林ボランティアに

よる森林保全活動を促進します。多様な生態系の保全

に努めます。 

・外来生物について普及・啓発に努めます。 

・外来生物対策を実施します。 

市民 

・地域に生息・生育する生きものを大切にします。 

・生きものや自然とふれあう機会を増やします。 

・緑のまちづくり活動に積極的に参加します。 

・森林保全ボランティア活動に参加し、里地・里山を保

全します。 

・特定外来生物を持ち込まない、移動しない、放たない

など、適正管理に努めます。 

事業者 

団体 

・管理地の生態系の保全に努めるとともに、地域の生態

系の保全、回復に協力します。 

・開発等を行う場合は、周辺の環境や景観等に配慮した

計画とします。 

・事業者・団体は、外来生物を放たないなど、適正管理

に努めます。 

・緑化活動等に参加・協力します。 

普及啓

発 
市 

・市域の自然資源を活用し、市民が生きものと触れ合え

る機会を提供します。 

・生物多様性の重要性について周知・啓発を行います。 

・家庭で飼われるペットや育てている植物について、む

やみに自然に放たないよう啓発を行います。 
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・特定外来生物をはじめとする外来生物について、生

息・生育状況や各主体の役割を周知・啓発します。 

市民 

・生きものや自然と触れ合う機会を増やします。 

・生物多様性について学びます。 

・外来生物法を理解し、外来生物について知るととも

に、生息・生育情報・状況を共有します。 

・外来生物を持ち込まない、放たないなど、適正管理に

努めます。 

事業者 

団体 

・事業者・団体は、市域の自然資源を活用し、生きもの

と触れ合える機会を提供します。 

・事業者は、動植物の販売時にペットや外来生物の取り

扱いについて周知します。 

・団体は、外来生物の生息・生育状況についての周知・

啓発を行います。 

環境指標（案） 

・生物多様性に関するイベントの参加者数 

・生きもの調査員養成講座の参加者数 

・外来生物捕獲の件数（捕獲数） 

 

④ SDGｓの位置付け 
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4.3 基本施策（3）資源循環 
 

① 施策の必要性 

環境への負荷が低減された循環型社会の構築、気候変動問題への解決に向けた脱炭素社会の

実現及び生態系・海洋環境に影響を与えている海洋プラスチックごみ問題などに取り組むため

には、ごみの減量化及び再資源化の推進が不可欠です。 

また、ごみ処理施設の整備計画作成などの取組とともに、さらなる分別の徹底と資源の循環

を図るため、ごみの発生抑制、再使用及び再生利用の推進が求められています。 

 

 

② 施策の方向性 
 

プラスチック製品や容器包装など、新たな分別品目の追加を検討し、市民等への意識啓発に

努めるほか、ごみが適正に分別収集されることで資源の循環を進めます。また、ごみ処理施設

の効率的な運転を進めて経費の抑制を図ります。 

 

③ 取組内容 

 

取組方針（3-1）ごみの減量化の推進  

 

項目 ごみの減量化の推進 

現状と課題 

家庭系ごみ、事業系ごみともに減量化を進めています 

一般廃棄物処理基本計画の減量目標達成に向け、重点施策である食品ロス削

減やプラスチックごみ削減等について、さらなる取組が必要です。 

めざすべき姿 
家庭系ごみや事業系ごみが減少し、また、不適正ごみの搬入防止が図られて

います。 

取組むこと 

家庭系ごみについては、食品ロス削減やプラスチックの資源循環の促進に向

けて、事業者と連携した取組を進めます。事業系ごみについては、ごみ排出

抑制に向けた啓発・指導や不適正ごみ搬入防止への取組を進めます。 

取組むこと 

家庭系

ごみの

減量 

市 

・コンポストの普及を推進します。 

・マイバッグの普及啓発を行います。 

・リーフレットやごみ分別アプリでの市民に向けての情

報提供 

・生ごみ処理容器等設置補助金等、生ごみ減量化の促進 

・出前講座の実施 
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・フードドライブ ※1 を推進します。 

・賞味期限と消費期限に関する正しい知識を普及啓発し

ます。 

市民 

・３Ｒに取り組みます。 

・マイバッグを持参します。 

・３きり運動に取り組みます（食品の無駄をなくす「使

いきり」、食べ残しをしない「食べきり」、ごみを捨

てる前に水を切る「水きり」）。 

・エコクッキングに取り組みます。 

・少量や小分け、量り売りの食品を購入します。 

・冷蔵庫の中身を把握して買い物メモをとるなどしてか

ら必要な物だけを買います。 

・再使用及び再生利用を心がけ、フリーマーケットやリ

サイクルショップを活用します。 

・家庭系ごみ組成の約４分の１を占める厨芥類のうち、

特に食品ロスの削減に努めます。 

・エコプラスチック、バイオマスプラスチック、簡易包

装の商品を選びます。 

事業者 

団体 

・レジ袋の削減や過剰包装の自粛など、ごみの発生を抑

制し、再使用及び再生利用を促進します。 

・エコプラスチック、バイオマスプラスチックの使用を

促進します。 

事業系

ごみの

減量 

市 
・事業者への指導及び情報提供の充実 

・エコショップ認定制度の周知 

市民 

・食品を購入する際は、商品棚の手前にある商品等、販

売期限の迫った商品を積極的に選びます。 

・エコショップ認定店 ※3 を利用します。 

事業者 

団体 

・３Ｒに取り組みます。 

・「てまえどり」を促進します。 

・「ばら売り、量り売り、割引による販売」を促進しま

す。 

・フードシェアリングサービス ※1 を導入します。 

・エコショップ認定制度を活用します。 

・分別を行い、適正に排出します。 

・食品廃棄物を排出する個々の事業者に対し、目標年度

である令和７年度（2025年度）までに、家庭系食品ロ

ス量の削減目標と同様の削減割合を努力目標としま

す。 

環境指標（案） 

・市民１人１日あたりの家庭系ごみ排出量 

・事業系ごみ年間排出量 

・市民１人あたりの家庭系食品ロス量 

・１人１日当たり家庭系食品ロス量（参考値） 
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取組方針（3-2）ごみの再資源化の推進  

 

項目 ごみの再資源化の推進 

現状と課題 

市の分別収集や拠点回収、地域住民による集団回収、事業者による店頭回収

により、再資源化を促進しています。 

・小型家電を拠点回収に持ち込むと回答した人は２４％、電器店等で引き取

ってもらうと回答した人は３１％と低迷しています。 

・資源物の回収では、回収量は増加傾向にありますが、集団回収の回収量は

減少しています。集団回収量の減少要因は、書籍の電子化や新聞の発行部数

の減少、紙の軽量化によるものと考えられます。 

さらなる資源循環を進めるため、さらなる分別と再資源化への取組が必要で

す。また、資源循環の市場・経済を促進するため、積極的に再資源化製品を

積極的に選択することが必要です。 

めざすべき姿 家庭や事業所のごみが適正に分別され、ごみの資源化率が上昇しています。 

取組むこと 

家庭系ごみは、これまでの取組に加え、廃プラスチックの分別と再資源化へ

の検討を進めます。事業系ごみは、再資源化に関する情報発信や助言に努め

ます。 

家庭系

ごみの

再資源

化 

市 

・家庭系ごみは、集団回収、拠点回収、店頭回収の促進

により再資源化を促進します。 

・プラスチックごみの分別を検討します。 

・雑がみの周知を強化します。 

・ごみ分別アプリの普及啓発に努めます。 

・ごみ収集袋へのバイオマスプラスチックの採用を供給

力・性能・コストなど多面的に検討します。 

市民 

・資源物は分別し、地域の集団回収に協力します。 

・拠点回収や店頭回収を積極的に活用します。 

・雑がみを分別し、回収に協力します。 

・小型家電の拠点回収、店頭回収で回収に協力します。 

・ごみ分別アプリを活用してごみを再資源化します。 

事業者 

団体 

・スーパー・小売店舗などは、店頭回収や消費者へリサ

イクルを呼びかけるなど、再資源化の推進に取り組み

ます。 

事業系

ごみの

再資源

化 

市 

・事業系ごみは、啓発や事業所訪問により、再資源化を

促進します。 

・雑がみの周知を強化します。 

・茨木市が発注する工事の設計・施工では、工事で使用

する資材、発生する建設副産物等は、場内流用、工事

間流用もしくは、再資源化施設への搬出を行い、資源

の循環に努めます。 

市民 － 



48 

 

事業者 

団体 
・紙類・食品廃棄物等の再資源化を進めます。 

環境指標（案） 

・市民１人あたりの資源物回収量（目標値は設定しないが、資源物回収量は

家庭系ごみ量の中で参考値として注視する） 

・市民１人あたりの集団回収量 

・市民１人あたりのプラごみの回収量、焼却量 

・フードドライブの量・件数 

・エコショップの件数 

・ごみ分別アプリのダウンロード数 

 

 

取組方針（3-3）ごみの適正処理の推進  

 

項目 ごみの適正処理の推進 

現状と課題 

ごみ処理に係る将来的な視点及び経費削減の観点から、施設の整備（長寿命

化を含む。）、広域処理を計画しました。令和5年4月から茨木市環境衛生セ

ンターで摂津市摂津市の廃棄物も処理しています。ごみ処理施設の集約によ

り、効率的な運用・処理が実現しました。また、平成27年（2015年）7月に

「北摂地域における災害等廃棄物の処理に係る相互支援協定」を締結しまし

た。これにより、災害発生時に施設の処理能力の低下等により処理が困難に

なった場合、近隣自治体に収集運搬及び処理の支援を要請できるようになり

ました。 

ごみの収集から処分に至るまでの適正処理に努めるとともに、ごみ処理施設

の効率的な運転及び経費の抑制に努める必要があります。 

めざすべき姿 

ごみを適正に分別収集し、資源の循環が進んでいます。また、効率的かつ安

定的なごみ処理運転を実現し、ランニングコスト等の抑制を図られていま

す。 

取組むこと 

ごみが適正に分別収集されるように市民・事業者等との連携を図ります。ま

た、ごみの収集から処分に至るまでの方法や経費負担のあり方について検討

するとともに、ごみ処理施設の計画的な整備と効率的な運転に努めます。 

市 

・施設整備の方針を長寿命化とし、長寿命化工事を計画的に進め

ます。 

・適正な収集から処分までの方法や経費負担のあり方について、

見直しを進めます。 

・令和23年度(2041年度)の稼働開始を予定している次期ごみ処理

施設について、地球温暖化対策、災害対策等を考慮して、あり

方や仕様を検討します。 

・大規模災害に備え、茨木市災害廃棄物処理計画の周知に努めま

す。 

・事業者やボランティアとの連携を進めます。 

・市が行う工事の施工は、民間の土木・建築事業者との委託・請

負契約によって行われます。市は、施工による環境への影響を
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最小限に抑えるために、業者等の適切な選定及び監督・指導を

行います。 

市民 

・ごみと資源物を適正に分別して排出することに努めます。 

・３Ｒ、食品ロス削減によりごみの発生抑制に努めます。 

・災害廃棄物ハンドブックの理解に努めるとともに、災害時は市

からの案内等を確認し、生活ごみと災害ごみは分けて出しま

す。 

事業者 

団体 

・事業者は、自らの責任において、市とともに事業系ごみの発生

と排出を抑制しつつ、再資源化にも努めます。 

・一般廃棄物と産業廃棄物をきちんと分けて適正に処理します。 

環境指標（案） 
・市民１人あたりの収集経費 

・市民１人あたりの処分経費 

 

④ SDGｓの位置付け 
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4.4 基本施策（4）生活環境 

① 施策の必要性 

事業活動に伴う大気･水環境への影響については、法令等の整備により改善が進んでいます

が、生活排水への対策や事業活動に伴う騒音、悪臭などの環境問題の改善や、化学物質の適

正管理、ライフサイエンス系施設設置による周辺環境への影響などの環境問題に対応を図る

必要があります。 

また、標準耐用年数を超える老朽化した下水道施設が増加しており、改築等により機能を

保全する必要があります。 

さらに、快適な生活環境を確保するため、引き続き、市民マナー意識の向上を図る必要が

あります。 

 

② 施策の方向性 
 

大気・水環境等の環境監視による環境の把握と事業者に対する指導に努めるとともに、下

水道や公設浄化槽による整備により生活環境の保全の推進に努めます。 

また、老朽化した管路等施設の改築を計画的かつ効率的に実施し、施設の機能確保を図り

ます。 

さらに、意識啓発により市民一人ひとりのマナーが向上し、いごこちの良い生活環境を保

ちます。 

 

③ 取組内容 

 

取組方針（4-1）健康に過ごすことができる生活環境の保全  

 

項目 健康に過ごすことができる生活環境の保全 

現状と課題 

大気質、河川水質等の生活環境の状況については、概ね環境基準を達成して

います。環境基準の全項目達成のためには、事業活動に伴い発生するばい

煙、水等の排出規制を継続する必要があります。 

標準耐用年数を超える老朽化した下水道施設が増加しています。 

また、市内に下水道未整備箇所があります。 

老朽化した下水道施設を改築等により機能保全を図る必要があります。 

また、下水道未整備箇所において、生活排水対策を進める必要があります。 

めざすべき姿 
大気、水等の環境が良好な状態で維持されています。また、事業活動に伴う

排水や生活排水が適正に処理されています。 
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市 

・生活環境に被害が生じないよう、公害関係法令に基づく事業所

指導を行うとともに、公共下水道等の施設整備により、生活排

水対策を進めます。 

・大気質、水質及び騒音の常時監視を引き続き実施します。 

・道路騒音の環境基準達成率が低い大阪中央環状線は、管理者で

ある大阪府に改善を働きかけます。 

・環境基準の超過が続いている光化学オキシダントは、対策とし

て、法令に基づく規制、府によるNOx,VOCの排出抑制に係るガイ

ドラインの推奨を継続実施します。 

・老朽化した下水道施設については、ストックマネジメント計画

に基づき、計画的に改築、更新を実施します。また、下水道未

整備箇所については、公共下水道や公設浄化槽の整備を進めま

す。 

市民 

・公共下水道による供用開始区域では下水道に、公設浄化槽区域

では浄化槽排水設備に、それぞれ早期に接続します。 

・補助制度を利用した雨水貯留タンクを設置します。 

・市民と行政が一体となって環境美化活動（水路・河川の清掃

等）を推進します。 

・公共交通機関や自転車等の利用に努めます。 

事業者 

団体 

・規制の対象となる事業所は、法令等を守り、大気、水等の環境

が良好な状態になるよう努めます。 

環境指標（案） 

・NO2、SPM、SO2、Oxの測定値 

・BODの測定値 

・安威川ダムとその下流の水質値 

・一般環境における騒音の環境基準達成率 

・道路騒音の環境基準達成率（路線ごとに評価する。また、市単独での対策

が困難な路線は参考値とする。） 

・公共下水道の人口普及率 

・公害苦情の件数 

・合併処理浄化槽の整備基数 
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取組方針（4-2）新たな環境課題への対応  

 

項目 新たな環境課題への対応 

現状と課題 

事業所における化学物質の使用やライフサイエンス系施設の設置が存在し、

環境リスクの低減を図るための取組が求められています。 

化学物質や遺伝子組み換え実験による影響が周辺環境に及ばないよう、適正

な管理運営に向けての事業所指導を進める必要があります。 

めざすべき姿 

化学物質を取り扱う事業所では使用の低減と適正管理が行われ、ライフサイ

エンス系施設では環境保全協定が守られ、周辺環境が良好な状態で維持され

ています。 

取組むこと 

化学物質を取り扱う事業所に対しては、ＰＲＴＲ制度に基づく適正管理を指

導するとともに、ライフサイエンス系施設設置者とは環境保全協定を締結し

て周辺環境に影響を及ぼさないよう対策を講じます。 

化学物質に

よる環境リ

スクへの対

応 

市 

・化学物質の環境への排出量の把握と事業者による自

主的な化学物質の適正管理の促進により、環境保全

上の支障を未然に防止できるよう、ＰＲＴＲ制度の

適正な運用を進めます。 

・大規模災害発生時の環境保全上の支障を未然に防止

するため、事業所における化学物質管理計画書の作

成を促進します。 

市民 － 

事業者 

団体 

・事業者は、ＰＲＴＲ法に基づく届出を行うととも

に、化学物質の自主的な適正管理に努めます。 

・化学物質を取り扱う事業所は、環境保全上の支障を

未然に防止するため、化学物質管理計画書を作成し

ます。 

 
遺伝子組換

え実験等に

よる環境リ

スクへの対

応 

市 

・ライフサイエンス系施設の設置に際し、遺伝子組換

え実験等が環境に影響を及ぼすことがないよう、生

活環境の保全に関する条例に基づき指導を行いま

す。 

 市民 － 

 
事業者 

団体 

・ライフサイエンス系施設の設置者は、周辺の環境に

影響を及ぼさないよう市と環境保全協定を締結し、

これを順守します。 

環境指標（案） 
・事業所における化学物質排出量 

・環境保全協定の締結件数 
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取組方針（4-3）快適環境の保全  

 

項目 快適環境の保全 

現状と課題 

生活環境を損ねる路上喫煙やごみのポイ捨て、不法広告物、家電製品の不法

投棄などが後を絶たない状況にあります。 

ペットの糞尿などの苦情やトラブルが発生しており、快適な生活環境を維持

するための対策が必要です。 

めざすべき姿 モラル・マナーの向上で快適な生活環境が保たれています。 

取組むこと 

モラル・マナーの向上のため、路上喫煙やごみのポイ捨て、家電製品の不法

投棄などに対する指導・啓発を行います。また、ペットを適正に飼育しても

らうよう周知・啓発を行います。 

市 

・路上喫煙防止の周知・巡回・啓発活動を行い、路上喫煙者の減

少に努めます。 

・不法屋外広告物の撤去、空き地の管理指導、野焼行為の指導、

市内一斉清掃等を継続して実施します。 

・不法投棄のパトロール・看板設置、不法投棄者への指導、廃棄

物の適正な取り扱いを示すことで、不法投棄防止に取り組みま

す。 

・ペットの適正飼養を普及啓発します。 

・飼い猫の避妊・去勢手術の補助を行います。 

・飼養者不明の動物やハト等野生動物へのみだりな餌やりをしな

いよう普及啓発します。 

市民 

・飼い犬登録、狂犬病予防注射接種に努めます。 

・犬糞の持ち帰りに努めます。 

・飼い猫の室内飼育に努めます。 

・ペットの適正飼養に努め、放棄・放逐は担当部署に相談しま

す。 

事業者 

団体 

・市と協力して飼い犬登録、狂犬病予防注射接種率の向上、適正

飼養の普及啓発に努めます。 

環境指標（案） 

・市内一斉清掃参加者数 

・不法投棄処理件数 

・飼い猫等の避妊・去勢手術補助件数（参考値とする） 

 

④ SDGｓの位置付け 
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第５章 計画の着実な推進 

第１節 計画推進の仕組み 

 

 

 

第２節 計画の進行管理 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

推進体制・環境指標等 
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１ 茨木市環境基本条例 

平成15年３月31日 

茨木市条例第27号 

私たちが暮らす茨木は、京阪神を結ぶ要路にあり、さらに、北摂の山々と清らかな流れをもつ、 

水と緑に恵まれた地であり、この良好な「環境」は市民全体の共有の財産である。 

しかしながら、私たちは日常生活や事業活動において、物質的な豊かさや便利さを追求するあま

り、大量の資源やエネルギーを消費し、環境への負荷を著しく増大させてきた。その影響は地域の

環境にとどまらず、すべての生命の生存基盤である地球環境を脅かすまでに至っている。 

私たち人類は、生態系の一部として存在し、自然から多くの恵みを受けていることを改めて自覚

し、環境と密接にかかわる私たちの生活のあり方を見直さなければならないという共通の課題に直

面している。 

安全かつ健康で文化的な生活を営むことができる良好な環境を享受することは、すべての市民が

共有する権利であり、かけがえのない地球環境と健全で恵み豊かな地域環境を保全し、将来の世代

に引き継いでいくことは、すべての市民の責務である。 

このような認識に立って、これまでの生活や事業活動を自ら問い直し、市、事業者及び市民が互

いに連携し、協働することによって、人と自然が共生する、環境への負荷の少ない持続的発展が可

能な社会を創造するために、この条例を制定する。 

（目的） 

第１条 この条例は、環境の保全及び創造について基本理念を定め、並びに市、事業者及び市民の

責務を明らかにするとともに、環境の保全及び創造に関する施策の基本となる事項を定めることに

より、これらの施策を総合的かつ計画的に推進し、もって現在及び将来の市民が安全かつ健康で文

化的な生活を営むことができる良好な環境を確保することを目的とする。 

（定義） 

第２条 この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところによる。 

(1) 環境への負荷 人の活動により環境に加えられる影響であって、環境の保全上の支障の原因と

なるおそれのあるものをいう。 

(2) 地球環境の保全 人の活動による地球全体の温暖化又はオゾン層の破壊の進行、海洋の汚染、

野生生物の種の減少その他の地球の全体又はその広範な部分の環境に影響を及ぼす事態に係る環境

の保全であって、人類の福祉に貢献するとともに市民の健康で文化的な生活の確保に寄与するもの

をいう。 

(3) 公害 環境の保全上の支障のうち、事業活動その他の人の活動に伴って生じる相当範囲にわた

る大気の汚染、水質の汚濁（水質以外の水の状態又は水底の底質が悪化することを含む。）、土壌

の汚染、騒音、振動、地盤の沈下及び悪臭によって、人の健康又は生活環境（人の生活に密接な関

係のある財産並びに人の生活に密接な関係のある動植物及びその生育環境を含む。以下同じ。）に

係る被害が生じることをいう。 
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（基本理念） 

第３条 環境の保全及び創造は、市民が安全かつ健康で文化的な生活を営むことのできる良好な環

境を確保するとともに、これを将来の世代へ継承していくことを目的として行われなければならな

い。 

２ 環境の保全及び創造は、微妙な均衡を保つことにより成り立つ自然の生態系に配慮するととも

に、自然環境を適正に維持し、向上させることによって、人と自然が共生する都市を実現すること

を目的として行われなければならない。 

３ 環境の保全及び創造は、環境資源の適正な管理及び循環的な利用を図ることによって、持続的

発展が可能な循環型社会を構築することを目的として行われなければならない。 

４ 環境の保全及び創造は、社会経済活動における環境への配慮その他の環境の保全等に関する行

動が、市、事業者及び市民の公平な役割分担の下に協働して行われることによって、環境への負荷

の少ない都市を構築することを目的として行われなければならない。 

５ 地球環境の保全は、市、事業者及び市民のすべての活動において、自らの課題として、積極的

に推進されなければならない。 

（市の責務） 

第４条 市は、前条に定める基本理念（以下「基本理念」という。）にのっとり、環境の保全及び

創造に関する基本的かつ総合的な施策を策定し、及び実施する責務を有する。 

２ 市は、基本理念にのっとり、事業者及び市民の自主的な環境の保全及び創造に関する活動への

取組を支援する責務を有する。 

（事業者の責務） 

第５条 事業者は、基本理念にのっとり、その事業活動を行うに当たっては、自らの責任におい

て、公害を防止し、又は自然環境を適正に保全するために必要な措置を講じる責務を有する。 

２ 事業者は、基本理念にのっとり、物の製造、加工又は販売その他の事業活動を行うに当たっ

て、その事業活動に係る製品その他の物が使用され、又は廃棄されることによる環境への負荷の低

減に資するように努めるとともに、その事業活動において、再生資源その他の環境への負荷の低減

に資する原材料、役務等を利用するように努めなければならない。 

３ 前２項に定めるもののほか、事業者は、基本理念にのっとり、その事業活動に関し、これに伴

う環境への負荷の低減その他の環境の保全に努めるとともに、市が実施する環境の保全及び創造に

関する施策に協力する責務を有する。 

（市民の責務） 

第６条 市民は、基本理念にのっとり、その日常生活に伴う環境への負荷の低減に努めなければな

らない。 

２ 前項に定めるもののほか、市民は、基本理念にのっとり、環境の保全及び創造に自ら努めると

ともに、市が実施する環境の保全及び創造に関する施策に協力する責務を有する。 

（施策の基本方針） 
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第７条 環境の保全及び創造に関する施策の策定及び実施は、基本理念にのっとり、次に掲げる事

項を基本方針として、各種の施策相互の有機的な連携を図りつつ、総合的かつ計画的に行わなけれ

ばならない。 

(1) 大気、水、土壌等を良好な状態に保持することにより人の健康を保護し、及び生活環境を保全

すること並びに地域の特性を活かした良好な都市景観の形成等により快適な都市環境を創造するこ

と。 

(2) 野生生物の生息及び生息環境への配慮等により豊かな生態系を保持すること、河川、森林等の

自然環境を適正に保全すること及び人と自然との豊かな触れ合いを保つこと。 

(3) 廃棄物の減量、資源の循環的な利用、エネルギーの効率的利用その他の省資源及び省エネルギ

ーを徹底することにより、天然資源の消費を抑制すること。 

(4) 市、事業者及び市民すべてが、事業活動及び日常生活において環境に十分に配慮するなど自主

的かつ積極的に行動することにより、環境への負荷を低減すること。 

(5) 地球温暖化の防止、オゾン層の保護等に積極的に取り組むことにより、地球環境を良好な状態

に保持すること。 

（環境基本計画） 

第８条 市長は、環境の保全及び創造に関する施策を総合的かつ計画的に推進するため、環境の保

全及び創造に関する基本的な計画（以下「環境基本計画」という。）を策定しなければならない。 

２ 環境基本計画には、次に掲げる事項を定めるものとする。 

(1) 環境の保全及び創造に関する目標及び総合的かつ長期的な施策大綱 

(2) 前号に掲げるもののほか、環境の保全及び創造に関する施策を総合的かつ計画的に推進するた

めに必要な事項 

３ 環境基本計画を策定するに当たっては、事業者及び市民の意見を反映することができるよう必

要な措置を講じなければならない。 

４ 環境基本計画を策定するに当たっては、あらかじめ第24条に規定する茨木市環境審議会の意見

を聴かなければならない。 

５ 環境基本計画を策定したときは、速やかにこれを公表しなければならない。 

６ 前３項の規定は、環境基本計画の変更について準用する。 

（環境基本計画との整合） 

第９条 市は、環境に影響を及ぼすと認められる施策を策定し、及び実施するに当たっては、環境

基本計画との整合を図るものとする。 

（年次報告） 

第10条 市は、毎年、環境の状況並びに環境の保全及び創造に関する施策の実施状況について年次

報告書を作成し、これを公表しなければならない。 
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（環境影響評価） 

第11条 市は、環境に著しい影響を及ぼすおそれのある事業を行う事業者が、あらかじめその事業

の実施に伴う環境への影響について自ら調査、予測及び評価を行い、その結果に基づき、その事業

に係る環境の保全について適正に配慮することを推進するため、必要な措置を講じるものとする。 

２ 市長は、環境の保全及び創造を図るため必要があると認めるときは、前項の事業者に対して必

要な指導又は助言を行うことができる。 

（規制の措置） 

第12条 市は、環境の保全及び創造を図るため必要があると認めるときは、必要な規制の措置を講

じるものとする。 

（資源の循環的利用等の促進） 

第13条 市は、環境への負荷を低減するため、事業者及び市民による廃棄物の減量、資源の循環的

利用、エネルギーの効率的利用等が促進されるよう必要な措置を講じるものとする。 

（公共施設の整備等） 

第14条 市は、公共下水道、廃棄物処理施設その他の環境の保全及び創造に資する施設の整備を推

進するものとする。 

２ 市は、公共施設の建設及び維持管理に当たっては、資源及びエネルギーの有効利用並びに廃棄

物の減量のために必要な措置を講じるよう努めるものとする。 

（監視体制の整備） 

第15条 市は、環境の状況を把握するために必要な監視、測定及び検査の体制の整備に努めるもの

とする。 

（推進体制の整備） 

第16条 市は、環境の保全及び創造に関する施策を総合的に推進するための体制を整備するものと

する。 

（自主的活動の支援） 

第17条 市は、市民、事業者又はこれらの者の組織する民間の団体（以下「市民等」という。）が

自ら行う環境への負荷の低減その他の環境の保全及び創造に資する活動を促進させるため、技術的

な指導又は助言その他の必要な措置を講じるものとする。 

（環境教育、環境学習の推進） 

第18条 市は、市民等が環境の保全及び創造について関心と理解を深めるとともに、その自主的な

活動が促進されるように、環境に関する教育及び学習の振興について必要な措置を講じるものとす

る。 

（情報の収集及び提供） 
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第19条 市は、環境の保全及び創造に関する市民等の自主的な活動を促進するため、必要な情報の

収集及び提供に努めるものとする。 

（市民等の参加） 

第20条 市は、環境の保全及び創造に関する施策を推進するに当たり、市民等の参加、協力等を得

るために必要な措置を講じるよう努めるものとする。 

（苦情の処理） 

第21条 市は、公害その他の環境の保全上の支障に係る苦情について、迅速かつ適正な処理を図る

ように努めるものとする。 

（財政上の措置） 

第22条 市は、環境の保全及び創造に関する施策を推進するために必要な財政上の措置を講じるよ

う努めるものとする。 

（地球環境の保全等） 

第23条 市は、市民等と協働して、地球環境の保全に資する施策を推進するものとする。 

２ 市は、地球環境の保全その他広域的な取組を必要とする施策の実施に当たっては、国及び他の

地方公共団体等と協力して、その推進に努めるものとする。 

（環境審議会） 

第24条 環境基本法（平成５年法律第91号）第44条の規定に基づき、茨木市環境審議会（以下

「審議会」という。）を設置する。 

２ 審議会は、市長の諮問に応じ、次に掲げる事項を調査審議する。 

(1) 環境基本計画に関すること。 

(2) 前号に掲げるもののほか、環境の保全及び創造に関する基本的事項 

３ 審議会は、前項各号に掲げる事項に関し、市長に意見を述べることができる。 

４ 審議会は、委員12人以内で組織する。 

５ 委員は、市民、学識経験者その他の者のうちから市長が委嘱する。 

６ 委員の任期は、２年とし、再任を妨げない。 

７ 補欠委員の任期は、前任者の残任期間とする。 

８ 前各項に定めるもののほか、審議会の組織及び運営に関し必要な事項は、規則で定める。 

附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、平成15年４月１日から施行する。 
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（茨木市の環境保全に関する条例の廃止） 

２ 茨木市の環境保全に関する条例（昭和47年茨木市条例第28号）は、廃止する。 
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２ 茨木市環境審議会規則 

平成15年３月31日 

茨木市規則第16号 

（趣旨） 

第１条 この規則は、茨木市環境基本条例（平成15年茨木市条例第27号）第24条第８項の規定に基

づき、茨木市環境審議会（以下「審議会」という。）の組織及び運営に関し、必要な事項を定める

ものとする。 

（会長等） 

第２条 審議会に会長及び副会長各１人を置き、委員の互選により定める。 

２ 会長は、審議会を代表し、会務を総理する。 

３ 副会長は、会長を補佐し、会長に事故があるとき又は会長が欠けたときは、その職務を代理す

る。 

（会議） 

第３条 会議は、会長が招集し、その議長となる。 

２ 審議会は、委員の半数以上が出席しなければ会議を開くことができない。 

３ 審議会の議事は、出席委員の過半数で決し、可否同数のときは議長の決するところによる。 

（部会） 

第４条 審議会は、特別の事項に関する調査又は審議を分掌させるため、部会を置くことができ

る。 

２ 部会は、会長が指名する委員をもって組織する。 

３ 部会に部会長を置き、部会に属する委員の互選により定める。 

４ 部会長は、部会の事務を掌理する。 

５ 部会の会議は、部会長が招集し、その議長となる。 

６ 部会長は、部会における審議の経過及び決定事項を会長に報告しなければならない。 

７ 部会長に事故があるとき又は部会長が欠けたときは、あらかじめ部会長が指名する委員がその

職務を代理する。 

８ 前各号に定めるもののほか、部会の運営について必要な事項は、部会長が部会に諮って定め

る。 

（関係者の出席等） 
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第５条 審議会の会長又は部会の部会長が必要と認めたときは、委員以外の者をそれぞれの会議に

出席させ、説明又は意見を聴くことができる。 

（庶務） 

第６条 審議会及び部会の庶務は、産業環境部において処理する。 

（委任） 

第７条 この規則に定めるもののほか、審議会の運営について必要な事項は、会長が審議会に諮っ

て定める。 

附 則 

この規則は、平成15年４月１日から施行する。 

附 則（平成19年規則第36号） 

この規則は、平成19年４月１日から施行する。 

附 則（平成20年規則第37号） 

この規則は、平成20年７月１日から施行する。 
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３ 茨木市環境審議会委員名簿 
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４ 茨木市環境審議会の答申 
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用語解説 

※1 プラットフォーム 「茨木市地球温暖化対策実行計画」を推進するため、市民・事業者・学

校等と市の連携、省エネ・省CO2についての情報交換の場です。地球温

暖化対策推進に関わる市民・事業者・活動団体・行政などが集い、みん

なで茨木市の省エネ・省CO2を推進していく場です。(1－1) 

※2 コージェネレーションシステム 熱源より熱と電力を生産し、供給するシステム。(1－2) 

※3 自立・分散型エネルギーシステム  電力をその場で作って使う、地産地消型の小規模発

電システム。(1－2) 

※4 アドプトフォレスト 大阪府が森林所有者と企業との仲人になり、企業による森づくりを進

める制度。府内の森林で森づくり活動への参画を希望する企業・団体

と森林所有者を大阪府がマッチングする。(2－2) 

※5 フードドライブ  家庭や事業所で余っている食品を集めて、食品を必要としている地域の

フードバンク等の生活困窮者支援団体、子ども食堂、福祉施設等に寄付す

る活動です。(3-1) 

※6 フードシェアリングサービス  何もしなければ廃棄されてしまう食品を消費者のニーズと

マッチングさせることで、食品ロスの発生や無駄を減らす仕

組みです。賞味期限が近いものや規格外の食品などを割引販

売します。(3-1) 

※7 エコショップ認定制度  廃棄物の発生抑制、減量化又は再資源化を図るため、「プラスチ

ックの削減」、「食品ロスの削減」、「再使用・再資源化」、「環

境にやさしい取組」、「マイボトル・マイカップの取組」のいずれ

かを実施し、環境にやさしい店づくりに取り組んでいる市内の次の

店舗を、茨木市エコショップとして認定しています。(3-1) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


